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概要 

本資料は道路事業における環境影響評価の２．大気質 2.1 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質を対

象に環境影響評価を行う場合の一般的な技術手法を示したものである。事業特性の把握、地域特性の把握、調査、予測、

環境保全処置の検討及び評価を行う場合の具合的手法を示し、その内容に解説を加えた。 

平成19年度版においては道路事業に係る環境影響評価の項目及びに当該等項目に係る調査、予測及び評価を合理的

に行うための手法を選定するための指針、環境の保全の為の処置に関する指針等を定める省令（平成十年建設省令第十

号）の平成18 年3 月の改正に伴い改正を行った。 

キーワード： 

環境影響評価技術、道路事業、大気質、二酸化窒素、浮遊粒子状物質 

 

Synopsis 

 

This document introduces general technological method for performing environment impact assessments aimed at evaluation 

method of CO2 and SO2 caused by road traffic. The document in traduces specific method used to clarify project 

characteristics and clarify regional characteristics induct surveys, make prediction, study environmental conservation 

measures, and perform assessment. The document presents to commentaries on it contents. 

 

In the version in 2007, the document in revised based on revision of ministerial order for Environment impact assessment pf 

road project. 
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２．大気質
2.1 自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

自動車の走行に係る二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）についての調査は、予測に必

要なバックグラウンド濃度設定のための現況濃度の把握及び予測に用いる気象条件の設

定を目的とし、二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の濃度の状況及び気象の状況を対象

に行う。予測は、参考手法による場合プルーム式及びパフ式により将来の二酸化窒素（又

は浮遊粒子状物質）の年平均濃度を予測する。予測結果から、環境影響がない又は極め

て小さいと判断される場合以外にあっては、環境保全措置の検討を行う。評価は、回避

・低減及び環境基準等との整合性の観点から行う。

なお、本節では自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の双方を扱ってお

り、「二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）」は、浮遊粒子状物質の記述として二酸化窒

素に関する記述を（ ）内の記述に置き換えることを意味する（以下同様）。

Ver.2-1



- 2-1-2 -

2.1.1 事業特性の把握 2.1.2 地域特性の把握
１）対象道路事業実施区域の位置 １）自然的状況
２）対象道路事業に係る道路の区間及び車 気象、大気質、地形の状況
線の数 ２）社会的状況

３）対象道路事業に係る道路の区分、設計 土地利用、交通、学校、病院等の配置の状況、
速度、計画交通量及び構造の概要 住宅の配置の概況及び環境の保全を目的とする法

令の状況等

2.1.3 項目の選定
環境影響を受けるおそれがあると認められる地域内に住居等の保全対象が存在する、又は、

都市計画上及び土地利用上から将来の立地が計画されている場合

2.1.4 調査及び予測の手法の選定
調査・予測手法は、参考手法を勘案して選定する。ただし、以下の場合は、必要に応じ参

考手法より簡略な手法又は詳細な手法を選定する。
１）参考手法より簡略な手法を選定する場合
①現況濃度及び将来のバックグラウンド濃度が低いと予想される場合で、かつ、道路から
の寄与濃度が低いと予想される場合は、参考手法より簡略な調査の手法を選定する。

②近傍に常監局や気象観測所が存在し、これらの資料を用いることが適当であると判断さ
れる場合は、参考手法より簡略な調査の手法を選定する。

２）参考手法より詳細な手法を選定する場合
①道路構造が複雑な場合で、かつ、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある場合
は、参考手法より詳細な予測の手法を選定する。

②対象地域が通常より拡散しにくい地形を有する場合で、かつ、環境影響の程度が著しい
ものとなるおそれがある場合は、参考手法より詳細な調査及び予測の手法を選定する。

2.1.5 調査の手法 参考手法より簡略な手法
参考調査手法 ①二季調査を実施。
二酸化窒素及び窒素酸化物（又は浮遊粒子状物質）の濃 ②現地調査を省略。

度（年平均値）は環境基準で規定されている測定方法で、 参考手法より詳細な手法
また風向・風速の年間データ（１時間値）は地上気象観測 調査項目を追加。
指針による方法で調査する。

2.1.6 予測の手法 参考手法より詳細な手法
参考予測手法 参考手法に他の手法を組み合
正規型プルーム式及び積分型簡易パフ式を用いて、影響 わせる。

範囲内で住居等の保全対象が立地する地域の年平均値を予
測する。

2.1.7 環境保全措置の検討
①予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、
実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避・低減すること及び国又は関係する地方
公共団体の基準又は目標の達成に努めることを目的として環境保全措置の検討を行う。

②①の検討を行った場合は、複数案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられ
ているかどうかの検討等を通じて、環境影響ができる限り回避・低減されているかどう
かを検証する。

③①の検討を行った場合は、環境保全措置の実施主体、方法、効果、措置後の環境の状況
の変化及びそれに伴う環境への影響を明らかにする。

2.1.8 評価の手法
①事業者により実行可能な範囲内で環境影響が回避・低減されているかどうかを評価する。
②国又は関係する地方公共団体の基準又は目標と整合が図られているかどうかを評価する。

図－2.1.1 自動車の走行に係る二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の環境影響評価における調査、予
測及び評価の流れ

Ver.2-1
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2.1.1 事業特性の把握

事業特性については、計画の熟度に応じ、自動車の走行に係る二酸化窒素（又は浮

遊粒子状物質）の調査及び予測に関連する以下の内容を把握する。

１）対象道路事業実施区域の位置

２）対象道路事業に係る道路の区間及び車線の数

(1) 幅員構成

(2) 車線数

３）対象道路事業に係る道路の区分（道路構造令（昭和45年政令第320号）第三条

に規定する道路の区分をいう）、設計速度、計画交通量及び構造の概要

(1) 設計速度

(2) 計画交通量（対象とする時期、将来年平均日交通量）

(3) 構造の概要

①道路構造の種類（盛土、切土、トンネル、橋若しくは高架、その他の構造の

別）、概ねの位置、延長

②インターチェンジ等の有無、概ねの位置

③換気塔の存在の有無、設置が想定される概ねの位置

【解 説】

これらの事業特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定、予測の実施に必要と

なる。

１）項目の選定に係る事業特性

「対象道路事業実施区域の位置」は、住居等の保全対象（「2.1.2地域特性の把握」

で把握）との位置関係を把握するために必要である。また、「構造の概要」は、影響範

囲（「2.1.3 項目の選定」で記述）を設定するために必要である。

２）調査及び予測の手法の選定に係る事業特性

「幅員構成」、「車線数」、「設計速度」、「計画交通量」、「構造の概要」は、対象道路

事業の規模及び影響の程度を判断するために必要であり、影響の程度が小さい場合は参考手法

より簡略な手法を選定することができる。また、「構造の概要」から、道路構造が複雑な場合

で、かつ、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある場合は、参考手法より詳細な手法

を選定する。詳細は、「2.1.4 調査及び予測の手法の選定」を参照のこと。

３）予測に用いる事業特性

「計画交通量」及び「構造の概要」は、予測の実施に当たって必要な情報である。特

に「構造の概要」では、道路構造の種類、概ねの位置・区間、車道部幅員、路面位置、

道路勾配などが予測条件の設定に当たって必要である。予測には、この他に、時間別交

通量に換算するために時間変動係数が、また排出量の設定のために大型車混入率が必要

となる。詳細は、「2.1.6-1 予測の前提条件」及び「2.1.6-2 参考予測手法」を参照の

こと。
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2.1.2 地域特性の把握

地域特性の把握については、対象道路事業実施区域及びその周囲において入手可能

な最新の文献その他の資料（出版物等であって、事業者が一般に入手可能な資料）に
＊１

基づき、自動車の走行に係る二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）に関連する以下の内

容を把握する。

１）自然的状況

(1) 気象、大気質、騒音、振動その他の大気に係る環境の状況

①気象の状況

周辺の年間の風向・風速の状況

②大気質の状況

二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の濃度の状況、環境基準の確保の状況

(2) 地形及び地質の状況

①地形の状況

地形の区分及び分布状況

２）社会的状況

(1) 土地利用の状況

土地利用の現況、土地利用計画の状況

(2) 交通の状況

主要な道路の位置、交通量等の状況

(3) 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状

況及び住宅の配置の概況

学校、病院、幼稚園、児童福祉法に基づく児童福祉施設（保育所等）、老人

ホーム、図書館等の配置の状況、集落の状況、住宅の配置の概況、将来の住宅
＊２

地の面整備計画の状況
＊２

(4) 環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該

対象に係る規制の内容その他の状況

①都市計画法（昭和43年法律第100号）第八条第１項第一号の規定により定め

られた用途地域
＊３

②環境基本法（平成５年法律第91号）第十七条第３項の規定により策定された

公害防止計画の策定の状況（策定の時期、計画の時期、計画の目標値等）

③その他の環境の保全を目的とする法令等に規定する区域等の状況

地方公共団体の条例等に基づいて定められた地域目標等

【解 説】

これらの地域特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定、予測及び評価の実施

に必要になる。

１）項目の選定に係る地域特性

項目の選定に係る地域特性としては、「学校、病院、幼稚園、児童福祉法に基づく児

童福祉施設（保育所等）、老人ホーム、図書館等の配置の状況」、「集落の状況」、「住宅
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の配置の概況」等から現在の保全対象の立地状況を把握する。また、「土地利用の状況」、

「将来の住宅地の面整備計画の状況」等から将来の保全対象の立地状況を想定する。こ

れらと「2.1.1 事業特性の把握」で整理した対象道路事業実施区域との位置関係から、

項目の選定の可否を検討する。詳細は、「2.1.3 項目の選定」を参照のこと。

２）調査及び予測の手法の選定に係る地域特性

「気象の状況」、「大気質の状況」、「地形の状況」、「土地利用の状況」、「交通の状況」

は、地域のバックグラウンド濃度（バックグラウンド濃度の考え方については、「2.1.

6-2 参考予測手法 １）予測の基本的な手法」の解説*21「バックグラウンド濃度」を

参照）の状況、大気汚染常時監視測定局（以下「常監局」という。常監局は、一般環境

大気測定局（以下「一般局」という）及び自動車排出ガス測定局（以下「自排局」とい

う）の総称）の存在、それと既存の幹線道路との位置関係及び気象観測所の存在を把握

するために必要である。これらの結果を踏まえ、参考手法より簡略な調査あるいは予測

の手法を選定することができる。また、「地形の状況」から拡散しにくい地形を有し、

「大気質の状況」から環境影響が大きくなるおそれがあると考えられる場合は、参考手

法より詳細な手法を選定する。詳細は、「2.1.4 調査及び予測の手法の選定」を参照の

こと。

また、「土地利用の状況」、「学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必

要な施設の配置の状況及び住宅の配置の概況」は、予測地点の設定に用いる。詳細は、

「2.1.6 予測の手法」を参照のこと。

３）予測及び評価に用いる地域特性

予測及び評価に用いる地域特性としては、「環境の保全を目的として法令等により指

定された地域その他の対象及び当該対象に係る規制の内容その他の状況」がある。これ

らは、将来のバックグラウンド濃度を設定するための基礎資料として、あるいは評価の

基準等との整合性の検討において地方公共団体の目標を把握するために必要である。
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*1「入手可能な最新の文献」

文献の例を表－2.1.1に示す。

表－2.1.1 地域特性の項目と資料の例

文献・資料から
地域特性の項目 文献・資料名 発行者等

抽出する内容

自 気象の状況 気象月報 周辺の年間の風向・風 各気象官署
然 気象観測結果 速の状況
的
状 日本気候表 気象庁
況

大気質の状況 日本の大気汚染状況 二酸化窒素（又は浮遊 環境省
状況

都道府県環境白書 環境基準の確保の状況 都道府県

市町村環境白書 市町村

地形の状況 地形図 地形の分布状況 国土地理院

社 土地利用の状況 土地利用図 土地利用の現況 国土地理院
会 土地利用現況図 土地利用計画の状況
的
状 土地利用基本計画図 都道府県
況 土地利用動向調査

都市計画図 市町村

交通の状況 道路交通センサス 主要な道路の位置 国土交通省
交通量等の状況 都道府県

学校、病院その 住宅地図 学校、病院、幼稚園、 民間
他の環境の保全 病院名簿 児童福祉施設、老人ホ
についての配慮 ーム、図書館等の配置
が特に必要な施 教育要覧 の状況 都道府県
設の配置の状況 土地利用動向調査 集落の状況
及び住宅の配置 社会福祉施設名簿 住宅の配置の概況
の概況 将来の住宅地の面整備

計画の状況

環境の保全を目 都市計画図 都市計画法第八条第１ 都道府県
的として法令等 項第一号の規定により 市町村
により指定され 定められた用途地域
た地域その他の
対象の状況及び 都道府県環境白書 環境基本法第十七条第 都道府県
当該対象に係る 例規集等 ３項の規定により策定
規制の内容その 公害防止計画 された公害防止計画の
他の状況 策定の状況

法令・例規集等 地方公共団体の条例等 都道府県
環境基本計画・環境配慮指 に基づいて定められた 市町村
針等 地域目標等
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*2「集落の状況」、「将来の住宅地の面整備計画の状況」

「集落の状況」は、用途地域が指定されていない地域においても、住居等の生活

環境を保全する目的から把握するものである。また、「将来の住宅地の面整備計画

の状況」は、現在、用途地域が指定されていない地域においても、将来予定されて

いる開発事業等（新市街地、住宅団地等の開発事業）があればこれを考慮する必要

から把握するものである。

*3「用途地域」

「用途地域」は、現在、住居等が存在していない場合であっても、将来、住居等

の立地が見込まれることから把握するものである。ただし、「二酸化窒素に係る環

境基準について（昭和53年７月11日、環境庁告示第38号）」、「大気の汚染に係る環

境基準について（昭和48年５月８日、環境庁告示第25号）」によると、「環境基準

は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につ

いては、適用しない。」としていることから、これらの地域は除外してよい。
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2.1.3 項目の選定

本項目の選定は、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域内に住居等の保
＊１

全対象が存在する場合、又は、都市計画上及び土地利用上から将来の立地が計画され

ている場合に行う。

【解 説】

項目の選定に当たっては、「2.1.1 事業特性の把握」で得られた「対象道路事業実

施区域の位置」と「2.1.2地域特性の把握」で得られた「土地利用の現況」、「学校、病

院、幼稚園、児童福祉法に基づく児童福祉施設（保育所等）、老人ホーム、図書館の配

置の状況」、「集落の状況」、「住宅の配置の概況」等の現在の保全対象の立地状況及び

「土地利用計画の状況」、「将来の住宅地の面整備計画の状況」等の将来の保全対象の

立地状況から判断し、選定するしないに拘わらず、その理由を明らかにするものとする。

*1「環境影響を受けるおそれがあると認められる地域」

「環境影響を受けるおそれがあると認められる地域」とは、二酸化窒素（又は浮

遊粒子状物質）の影響範囲をいう。道路構造別の影響範囲の目安を、表－2.1.2に

示す。

表－2.1.2 道路構造別の影響範囲の目安

道路構造 目安となる影響範囲

一般部 注1)

インターチェンジ部 車道部端から150mの範囲
掘割部

車道部端から道路横断方向に200mの範囲
トンネル坑口部

(道路縦断方向は、坑口から500mの範囲)

注１）一般部とは、平面、盛土、切土、高架道路（橋梁を含む）をいう。

ただし、換気塔においては換気塔を中心とする半径2kmの範囲を基本とし、状況

に応じて範囲を適宜設定する。なお、影響範囲の考え方は、次のとおりである。

影響範囲とは、対象事業の実施に伴い、大気質に関する環境の状況が一定程度以

上変化すると予想される範囲をいう。その範囲は、自動車の走行に伴う寄与濃度（道

路からの寄与濃度）の影響が最大となる地点を含み、その影響が十分小さくなる地

点までの範囲と考えることができる。最大となる地点が含まれることを条件として

いるのは、最大濃度に基づいて評価すれば、それ以外の地点の状況についても評価

できることによる。
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2.1.4 調査及び予測の手法の選定

調査及び予測の手法は、それぞれ2.1.5-1及び2.1.6-2に示す参考手法を勘案しつつ、

事業特性及び地域特性、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえ、選定する。

より簡略な手法、あるいは、より詳細な手法を選定する場合として、以下のような

場合が想定される。

１）参考手法より簡略な手法を選定できる場合

(1) 現況濃度及び将来のバックグラウンド濃度が低いと予想される場合で、かつ、
＊１

道路からの寄与濃度が低いと予想される場合は、参考手法より簡略な調査の手
＊２

法を選定することができる。

(2) 近傍に「常監局」や気象観測所が存在し、これらの資料を用いることが適当
＊３

であると判断される場合は、参考手法より簡略な調査の手法を選定することが

できる。

２）参考手法より詳細な手法を選定する場合

(1) 道路構造が複雑な場合で、かつ、環境影響の程度が著しいものとなるおそれ
＊４

がある場合は、参考手法より詳細な予測の手法を選定する。

(2) 対象地域が通常より拡散しにくい地形を有する場合で、かつ、環境影響の程
＊５

度が著しいものとなるおそれがある場合は、参考手法より詳細な調査及び予測

の手法を選定する。

【解 説】

調査及び予測の手法の選定に当たっては、省令第八条に基づき、参考手法を勘案して

選定する。上記では、参考手法より簡略な手法又は詳細な手法を選定する場合の要件を

具体的に示した。

*1「将来のバックグラウンド濃度が低いと予想される場合」

将来のバックグラウンド濃度が低いか否かは、地域特性の把握により得られた「大

気質の状況」及び「土地利用計画の状況」から判断する。「大気質の状況」は、現

況濃度の状況を判断する資料として、また「土地利用計画の状況」は現況濃度から

将来における濃度の状況を予想するための資料として用いる。

*2「道路からの寄与濃度が低いと予想される場合」

道路からの寄与濃度が低いか否かは、事業特性の把握により得られた「幅員構

成」、「車線数」、「設計速度」、「計画交通量」及び「構造の概要」から判断する。

*3「これらの資料を用いることが適当」

これらの資料を用いることが適当であるか否かは、常監局及び気象観測所が調査

地域を代表しているかどうか１）を踏まえて判断する。具体的には、地域特性の把握

により得られた「地形の状況」、「土地利用の状況」及び「交通の状況」、さらに測

定局から調査地点までの距離、周辺の地形及び建物の状況、既存の幹線道路からの

距離等に基づき検討する。
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*4「道路構造が複雑」

複雑な道路構造とは、事業特性の「構造の概要」から判断して、参考手法の適用

が困難と考えられる道路構造をいう。

*5「通常より拡散しにくい地形」

通常より拡散しにくい地形とは、対象道路の位置する地形が局地的な谷地形や盆

地地形である場合をいう。対象道路の位置は、事業特性の把握によって得られる「対

象道路事業実施区域の位置」から確認し、局地的な谷地形や盆地地形の存在は、地

域特性の把握によって得られる「地形の状況」により確認する。
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2.1.5 調査の手法

2.1.5-1 参考調査手法

参考調査手法は、以下による。

１）調査すべき情報

「二酸化窒素の濃度の状況」の測定においては、併せて窒素酸化物の濃度を測定
＊１

する。

「気象の状況」とは、風向及び風速のことをいう。

調査すべき情報は、二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の濃度（年平均値）及び
＊２

風向・風速の年間データ（１時間値）とする。なお、換気塔にあっては、日射量、

放射収支量、雲量の情報を追加する。

２）調査の基本的な手法

「二酸化窒素の濃度の測定」において、測定位置は、原則として地上1.5ｍの
＊３

高さとする。

「浮遊粒子状物質の測定」において、測定位置は、原則として地上3ｍの高さ
＊３

とする。

「風の観測の方法」及び「風向の観測の方法」、「風速の観測の方法」におい

て、風向・風速の測定位置は、原則として地上10ｍの高さとする。
＊３

調査方法は既存資料調査と現地調査を基本とする。なお、現地調査は以下の方法
＊４

によることとする。ただし、沿道建物の状況を勘案し、必要に応じて高さ方向の測
＊５

定点を追加する。

①二酸化窒素 ：「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年７月11日

環境庁告示第38号)に規定される測定方法。

②浮遊粒子状物質：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年５月８日

環境庁告示第25号)に規定される測定方法。

③風向・風速 ：「地上気象観測指針」(気象庁,2002年)による方法。

気象においては、現地調査結果及び既存資料を用いて、予測に必要な気象条件を

適切に設定する。なお、気象の調査結果に関しては、異常年検定を行う。
＊６ ＊７

３）調査地域

調査地域は、影響範囲内において、住居等の保全対象が立地する地域及び立地す

ることが予定される地域とする。

４）調査地点

調査地点は、予測地点に対応させ、濃度変化があると考えられる箇所ごとに、ま
＊８ ＊９

た代表する気象状況が得られる箇所ごとに設定する。

５）調査期間等

現地調査の期間は、春夏秋冬ごとのそれぞれ１週間の連続測定を基本とする。
＊１０
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2.1.5-2 参考手法より簡略な調査の手法

現況濃度及び将来のバックグラウンド濃度が低いと予想される場合で、かつ、道路

寄与が小さいと予想される場合は、調査期間を二季とすることができる。また、近傍
＊１１

に常監局や気象観測所が存在し、これらの資料を用いることが適当であると判断され

る場合は、現地調査を省略することができる。
＊１２

2.1.5-3 参考手法より詳細な調査の手法

対象地域が通常より拡散しにくい地形を有する場合で、かつ、環境影響の程度が著

しいものとなるおそれがある場合において参考手法より詳細な手法を選定した場合

は、必要に応じ、拡散に影響を及ぼす項目を追加して調査する。
＊１３

別表第二 参考手法（調査の手法）

二酸化窒素：自動車の走行

一 調査すべき情報

イ 二酸化窒素の濃度の状況

ロ 気象の状況

二 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報(次に掲げる情報については、それぞれ

次に定める方法を用いられたものとする。)の収集並びに当該情報の整理及び解析

イ 二酸化窒素の濃度の状況 二酸化窒素に係る環境基準に規定する二酸化窒素の

濃度の測定の方法

ロ 風の状況 気象業務法施行規則（昭和27年運輸省令第101号）第一条の二の表

第一号トに規定する風の観測の方法（気象庁が観測した場合に限る。）又は同規

則第一条の三の表第六号イに規定する風向の観測の方法及び同号ロに規定する風

速の観測の方法

三 調査地域

二酸化窒素の拡散の特性を踏まえて二酸化窒素に係る環境影響を受けるおそれがあ

ると認められる地域

四 調査地点

二酸化窒素の拡散の特性を踏まえて調査地域における二酸化窒素に係る環境影響を

予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点

五 調査期間等

春夏秋冬ごとにそれぞれ一週間
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別表第二 参考手法（調査の手法）

浮遊粒子状物質：自動車の走行

一 調査すべき情報

イ 浮遊粒子状物質の濃度の状況

ロ 気象の状況

二 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報(次に掲げる情報については、それぞれ

次に定める方法を用いられたものとする。)の収集並びに当該情報の整理及び解析

イ 浮遊粒子状物質の濃度の状況 大気の汚染に係る環境基準に規定する浮遊粒子

状物質の測定の方法

ロ 風の状況 気象業務法施行規則第一条の二の表第一号トに規定する風の観測の

方法（気象庁が観測した場合に限る。）又は同規則第一条の三の表第六号イに規

定する風向の観測の方法及び同号ロに規定する風速の観測の方法

三 調査地域

浮遊粒子状物質の拡散の特性を踏まえて浮遊粒子状物質に係る環境影響を受けるお

それがあると認められる地域

四 調査地点

浮遊粒子状物質の拡散の特性を踏まえて調査地域における浮遊粒子状物質に係る環

境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点

五 調査期間等

春夏秋冬ごとにそれぞれ一週間

【解 説】

自動車の走行に係る大気質の予測においては、大気質のバックグラウンド濃度と気象

条件を設定しなければならない。このため、調査は、バックグラウンド濃度を設定する

ための現況濃度の把握及び気象条件の設定を目的として実施する。これらの調査手法は、

入手可能な情報の程度により、予測・評価に対して、合理的に十分対応できる手法である。

*1「窒素酸化物の濃度を測定」

二酸化窒素の予測では、拡散計算により求めた窒素酸化物濃度を二酸化窒素濃度

に変換する。このときに使用する変換式（「2.1.6 予測の手法」の*20「ＮＯｘ変

換式」を参照のこと）には、窒素酸化物のバックグラウンド濃度の項を含んでいる

ため、窒素酸化物濃度の調査が必要となる。なお、窒素酸化物の測定は、二酸化窒

素の測定方法に準じて行う。

*2「年平均値」

年平均値は、現地調査により得られた日平均値を算術平均して推定する。ただし、

現地調査と同一時期の既存資料（日平均値又は１時間値）が得られる場合は、既存

資料と現地調査のデータ間で単相関分析を行い、得られた回帰式に既存資料の年平

均値を代入して調査地点の年平均値を推定する。
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*3「測定位置」

環境基準に基づく測定位置は、二酸化窒素の場合、原則として地上1.5ｍ以上10ｍ

以下、浮遊粒子状物質の場合、原則として地上３ｍ以上 10ｍ以下の高さに設定す

ることとされている。二酸化窒素の場合は、人が通常呼吸する高さを基本としてい

るが、浮遊粒子状物質の場合は地上からの巻き上げ等による影響を防ぐため、地上

３ｍを下限高さとしている。既存資料のデータは上記環境基準の測定方法に基づい

ていること、現地調査は特定の発生源を避けて行うため一般に高さ方向の濃度差が

小さいことから、現地調査における大気質の測定位置は、二酸化窒素の場合には原

則として地上1.5ｍ、浮遊粒子状物質の場合には原則として地上３ｍとしたもので

ある。

現地調査における風向・風速の測定位置は、「地上気象観測指針」に定める標準

的な高さに準拠し、原則として地上10ｍの高さとした。

*4「既存資料」

大気質における既存資料としては、当該地域の現況濃度を測定する目的で設置さ

れている一般局の測定資料がある。既存資料は、現地調査結果との照合による解析

に用いることから、可能な限り、現地調査と同一時期における日平均値又は１時間

値データを収集する。また、気象の異常年検定で現地調査年度が異常年と判断され

た場合には、異常年による補正の必要性を検討するため、現地調査年度を含む11年

間のデータ（年平均値）を収集する。

気象における既存資料としては、全国の気象官署の地上観測データ及び常監局の

風向・風速観測データがある。既存資料は、異常年検定を行うため、現地調査年度

を含む11年間のデータを収集する。

*5「現地調査は以下の方法による」

大気質の測定方法の詳細は、日本工業規格 B 7953(窒素酸化物)（又はB 7954(浮

遊粒子状物質)）を参照するとよい。気象の観測方法は、気象業務法施行規則に規

定される方法が、運用上、地上気象観測指針（気象庁,2002年）として整備されて

いるので、これに準拠する。

*6「気象条件を適切に設定」

予測のための気象条件は、既存資料のデータを現地調査結果に基づき補正して設

定する。この際の補正は、原則として風速に対して行う。具体的には、既存資料と

現地調査の同一時期の風速データを用いて単相関分析を行い、得られた回帰式を用

いて既存資料の風速データを補正する。

*7「異常年検定」

異常年検定は気象を対象に行う。検定方法は、分散分析によるＦ分布棄却検定法２）

を基本とし、判定に用いる危険率は１％とする。異常年検定から現地調査の実施年

度が異常年と判定された場合は、次のように補正する。

１）異常年と判断された場合の風速の補正

風速データを平年並みと考えられる年度の風速出現度数分布と比較する。比較の

結果、現地調査年度の風速が平年並みの風速より大きい場合は、予測結果を低く計

算するおそれがあるので、風速データを平年並みの値に補正する。
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２）異常年と判断された場合の大気質濃度の補正

既存資料に基づき年平均値の経年変化の傾向を検討する。特に現地調査の実施年

度で年平均値の低下が認められる場合は、バックグラウンド濃度を低く設定するこ

とになるので、その原因を検討する。原因が風速の増加等の気象条件にあると判断

される場合は、年平均値の経年変化の傾向からの落ち込みを勘案し、年平均値を補

正する。

*8「調査地点」

常監局等の位置が調査地域から外れていても、その地域が調査地域と同質であり、

「地域を代表する」ものとして適切であれば、当該データを既存資料として用いる

ことができる。

*9「濃度変化があると考えられる箇所」

「濃度変化があると考えられる箇所」の濃度変化とは、予測地点の道路からの寄

与濃度の変化をいう。予測地点の濃度は、気象条件によって変化するが、ここで想

定しているのは事業特性に伴う濃度変化である。したがって、「濃度変化があると

考えられる箇所」ごとに設定するとは、道路条件及び交通条件（交通量、走行速度

等）が変化する断面ごとに設定することをいう。

*10「現地調査の期間」

現地調査の期間は、春夏秋冬のそれぞれ１週間の連続測定としている。これは、

大気質の年平均値を精度よく推定することができ、予測精度を確保する気象データ

が得られることによる３）。この他、１週間には社会活動や気象の変動の周期が含ま

れることなどを考慮して設定したものである。

*11「二季」

調査期間を二季とする場合は、予測の精度を考慮し、一般に春秋又は夏冬の組み

合わせとすることが望ましい。

*12「現地調査を省略」

近傍に常監局や気象観測所が存在する場合は、これらの資料を用いることが適当

かどうかを各調査地点毎に検討し、資料を用いることが適当と判断された調査地点

についてのみ現地調査を省略することができる。

*13「拡散に影響を及ぼす項目」

通常より拡散しにくい地形を有する場合に調査する「拡散に影響を及ぼす項目」

としては、気流の状況や大気安定度の出現状況が考えられる。また当該要件に該当

する地域においては、四季観測では不十分な場合があることから、必要に応じて通

年観測とするなど、その状況を的確に把握できる調査期間を設定する。
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2.1.6 予測の手法

2.1.6-1 予測の前提条件

１）道路条件

事業特性に基づき、予測に必要な道路条件を設定する。道路条件は、対象区間内
＊１

の代表的なものを採用する。

２）交通条件

(1) 予測対象時期

予測対象時期は、供用開始後定常状態になる時期及び環境影響が最大になる時

期（最大になる時期を設定することができる場合に限る。）の他、必要に応じて

中間的な時期についても設定する。

①定常状態

定常状態としては、道路構造令第二条第二十一号で定める計画交通量が見込

まれる時期とする。

②環境影響が最大になる時期

省令第十条第１項第四号でいう「環境影響が最大となる時期（最大にな

る時期を設定することができる場合に限る）」とは、対象道路の供用予定

時期以降に地域の自動車走行台キロの推計値が最大となる時期がある場合

は、その時期をいう。また、それに該当しない場合については、対象道路

事業の供用時期又は関連する道路整備等の影響を考慮し、対象道路におい

て定常状態となる交通量の推計値を明らかに超える時期が設定できる場合、

その時期をいう。

③中間的な時期

暫定供用・部分供用が予定されている場合にあっては、必要に応じて当該時
＊２

期も予測対象時期として設定する。

(2) 交通量

予測に用いる車種別時間別交通量は、予測対象時期における年平均日交通量及

び車種構成を基に、類似地点における交通量の時間変動等を参考に設定する。
＊３

(3) 走行速度

予測に用いる走行速度は、道路交通法施行令で定める法定速度、又は規制速度
＊４

を予め設定できる場合にはその速度を基本とする。ただし、この場合、沿道環境

の保全の観点から適切な値を用いることができる。
＊５

(4) 車種分類

予測に用いる車種は、原則として大型車類・小型車類の２車種分類とする。
＊６
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2.1.6-2 参考予測手法

参考予測手法は、以下による。
＊７

１）予測の基本的な手法

二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の濃度について予測する手法を以下に例示

する。

二酸化窒素の濃度については、窒素酸化物の濃度から予測することとし、予測

のための変換式については、既存のデータ等を参考に、適切に設定する。

また、上記において、窒素酸化物の濃度については、点煙源を連続して配置し、

各々の点煙源から排出される窒素酸化物の濃度を合成して求める。

浮遊粒子状物質の濃度については、点煙源を連続して配置し、各々の点煙源か

ら排出される浮遊粒子状物質の濃度を合成して求める。

この場合、各々の点煙源から排出される窒素酸化物（又は浮遊粒子状物質）の

濃度は、有風時（風速１ｍ/sを超える場合）についてはプルーム式を、また、弱

風時（風速１ｍ/s以下の場合）についてはパフ式を用いて予測することとする。

プルーム式及びパフ式については、次の①、②に示すとおりとする。

①プルーム式

Ｑ ｙ２

C(x,y,z)＝ exp(- )
２π･ｕ･σｙ･σｚ ２σｙ

２

(z+H)2 (z-H)2
［exp｛- ｝+exp｛- ｝］･･･････(1.1)

2σｚ
2 2σｚ

2

ここで、Ｃ(x,y,z)：(x,y,z)地点における窒素酸化物濃度(ppm)（又は浮遊

粒子状物質濃度(mg/m３)）

Ｑ ：点煙源の窒素酸化物の排出量(ml/s)（又は浮遊粒子状

物質の排出量(mg/s))

ｕ ：平均風速(m/s)

Ｈ ：排出源の高さ(m)

σｙ,σｚ ：水平(y),鉛直(z)方向の拡散幅(m)

ｘ ：風向に沿った風下距離(m)

ｙ ：ｘ軸に直角な水平距離(m)

ｚ ：ｘ軸に直角な鉛直距離(m)

但し、σｙ、σｚについては、既存のデータ等を参考に適切に設定する。

②パフ式
?

１-exp（- )
Ｑ t０2

C(x,y,z)＝ ｛
(２π)3/2･α2･γ ２?

ｍ
１-exp(- )

t０2
＋ ｝･･････(1.2)

２ｍ
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ここで、
１ ｘ２＋ｙ２ （ｚ－Ｈ）２

? ＝ ･{ ＋ }
２ α２ γ２

１ ｘ２＋ｙ２ （ｚ＋Ｈ）２

ｍ＝ ･{ ＋ }
２ α２ γ２

ｔ０ ：初期拡散幅に相当する時間(s)
α,γ：拡散幅に関する係数
但し、ｔ０、α、γについては、既存のデータ等を参考に適切に
設定する。

なお、上記の各々の式における点煙源の窒素酸化物（又は浮遊粒子状物質）の
排出量（Ｑ）の算出に当たっては、車種別の排出量を車種別に設定した交通量及
び排出係数により求め、求めた車種別の排出量を合算し、各点煙源が代表する道
路長を乗じてＱを求めるものとする。ここで、車種別の排出係数については、既
存のデータ等を参考に、速度別に適切に設定する。なお、排気管一次粒子以外の
浮遊粒子状物質については、科学的知見の進展を踏まえ、必要に応じて予測する。

(1) 一般的な道路構造（平面、盛土、切土、高架）における予測手法

予測は年平均値を対象に行う。予測計算に用いる拡散式は、それぞれ式(1.1)
＊８

に示す正規型プルーム式（以下「プルーム式」という）及び式(1.2)に示す積分
＊９

型簡易パフ式（以下「パフ式」という）とする４）。プルーム式及びパフ式の拡散幅
＊９ ＊１０

は、次のように設定する。

【プルーム式：有風時（風速が１m/sを超える場合）】

①鉛直方向の拡散幅σＺ

σＺ＝σＺ０＋0.31Ｌ０.８３ ･･･････････(2.1)

ここで、σＺ０：鉛直方向の初期拡散幅(m)

遮音壁がない場合 ･･････ σＺ０＝1.5

遮音壁(高さ３m以上)がある場合 ･･････ σＺ０＝4.0

Ｌ ：車道部端からの距離(Ｌ＝ｘ－Ｗ／２)(m)

ｘ ：風向に沿った風下距離(m)

Ｗ ：車道部幅員(m)

なお、ｘ＜Ｗ/２の場合はσＺ＝σＺ０とする。

②水平方向の拡散幅σｙ

σｙ＝Ｗ／２＋0.46Ｌ０.８１ ･･･････････(2.2)

なお、ｘ＜Ｗ/２の場合はσｙ＝Ｗ/２とする。

【パフ式：弱風時（風速が1m/s以下の場合）】

①初期拡散幅に相当する時間ｔ０

Ｗ
ｔ０ ＝ ･･･････････(2.3)

２α
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ここで、 Ｗ：車道部幅員（ｍ）

α：以下に示す拡散幅に関する係数(m/s)

②拡散幅に関する係数α，γ

α ＝ 0.3 ･･･････････(2.4)

0.18（昼間）
γ ＝ ･･･････････(2.5)

0.09（夜間）

ただし、昼間及び夜間の区分は、原則として午前７時から午後７時までを昼間、

午後７時から午前７時までを夜間とする。

予測に用いる気象条件は、気象データから適切に設定する。なお、予測に用い
＊１１

る風速は、既存の方法を参考に適切に推定した排出源高さの風速とする。
＊１２ ＊１３

点煙源は、原則として車道部の中央に適切な区間及び間隔で配置し、適切な高
＊１４

さに設定する。
＊１５

点煙源の排出量（時間別平均排出量）は、交通条件及び車種別排出係数から適
＊１６

切に設定する。

予測に用いる排出係数は、既存のデータ等を参考に適切に設定する。
＊１７

年平均値は、有風時及び弱風時の拡散濃度を計算し、これらを重ね合わせるこ
＊１８ ＊１９

とにより求める。

窒素酸化物の年平均値を二酸化窒素の年平均値に変換する式（ＮＯｘ変換式）
＊２０

は、既存のデータ等を参考に適切に設定する。

予測対象時期における大気質のバックグラウンド濃度は、既存のデータ等を参
＊２１

考にして適切に設定する。

(2) インターチェンジ部における予測手法

インターチェンジ部周辺の予測は、基本的にプルーム式及びパフ式を用いて行
＊２２

う。道路条件としては、点煙源を配置した本線部及びランプ部の道路構造、車道

部幅員及び路面高さを設定する。

予測に用いる気象条件は、代表的な本線排出源高さを基準点とし、基準点にお
＊２３

ける気象データを整理して設定する。有風時及び弱風時の区別は、基準点のデー

タにより判断する。各点煙源の風速は、基準点のデータを用いて適切に設定する。

排出源の設定は、車道部の中央に点煙源を適切に配置する。
＊２４

排出係数は、本線部及びランプ部の走行状態を勘案し、適切に設定する。
＊２５

(3) トンネル坑口部における予測手法

トンネル坑口部周辺の予測は、トンネル坑口から排出される窒素酸化物（又は
＊２６

浮遊粒子状物質）の拡散濃度（トンネルからの寄与濃度）と明かり部からの拡散

濃度を合算することにより行う。

a.トンネルからの寄与濃度の予測方法

ｱ.有風時の予測

トンネルからの寄与濃度は、以下の噴流モデルと等価排出強度モデルを組み

合わせて予測する。
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i)噴流モデル

噴流モデルでは、トンネル坑口に配置した点煙源からの拡散計算に、次式を

用いる。

１ ｙ２ (ｚ－Ｈ)２
ＣＪ(x,y,z)＝─Ｃ(x)exp(－ )[exp{－ }

２ ２σＪｙ
２ ２σＪｚ

２

(ｚ＋Ｈ)２
＋exp{－ }] ････････(2.6)

２σＪｚ
２

ＡＣ０ ＵＴ０

Ｃ(x)＝ ････････(2.7)
πσＪｙσＪｚ ＵＴ(x)

ＡＣ０ＵＴ０＝Ｑ ････････(2.8)

ＵＴ０

＝exp(ｋｘ) ････････(2.9)
ＵＴ(x)

Ｗ
σＪｙ＝ ＋αｘγ ･･･････(2.10)

Ａ
σＪｚ＝ ＋βｘγ ･･･････(2.11)

･Ｗ

ここで、ＣＪ(x,y,z) ：噴流モデルによる予測地点(x,y,z)の拡散濃

度(ppm又はmg/m３)

Ｃ０ ：坑内濃度(ppm又はmg/m３)

ＵＴ０ ：トンネル坑口からの吐出風速(m/s)
＊２７

ＵＴ(x) ：坑口から距離ｘでのトンネル風の風速(m/s)

Ｑ ：トンネル坑口からの排出量(ml/s又はmg/s)

Ａ ：トンネル断面積(m２)

Ｗ ：トンネル坑口での道路幅(m)

ｋ ：トンネル風の減衰パラメータ

σＪｙ ：噴流モデルの水平(y)方向の拡散幅(m)

σＪｚ ：噴流モデルの鉛直(z)方向の拡散幅(m)

α、β、γ ：拡散パラメータ

Ｈ ：排出源高さ(m)

ｘ ：坑口を起点とする吐出方向距離(m)

トンネル風の減衰パラメータｋ及び拡散パラメータα、β、γは、既存資料
＊２８ ＊２９

を参考に適切に設定する。

π

π
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ii)等価排出強度モデル

等価排出強度モデルでは、明かり部に配置した各点煙源からの拡散計算に次

式を用いる。

ｑ(x) ｙ２ (ｚ－Ｈ)２
ＣＥ(x,y,z)＝ exp(－ )[exp{－ }

２πσＥｙσＥｚＵＷ ２σＥｙ
２ ２σＥｚ

２

(ｚ＋Ｈ)２
＋exp{－ }] ･････････(2.12)

２σＥｚ
２

Ｗ
σＥｙ＝ ＋αｘＬ

γ ＋0.46ｘ０.８１ ･････････(2.13)

Ａ
σＥｚ＝ ＋βｘＬ

γ ＋0.31ｘ０.８３ ･････････(2.14)
･Ｗ

ここで、ＣＥ(x,y,z)：等価排出強度モデルによる予測地点(x,y,z)

の拡散濃度(ppm又はmg/m３)

ｑ(x) ：各点煙源の排出量(ml/s又はmg/s）

σＥｙ ：等価排出強度モデルの水平(y)方向の拡散幅(m)

σＥｚ ：等価排出強度モデルの鉛直(z)方向の拡散幅(m)

ＵＷ ：自然風ＵＮとトンネル風ＵＴの合成風速(m/s)

Ａ ：トンネル断面積(m２)

Ｗ ：トンネル坑口での道路幅(m)

ｘＬ ：トンネル坑口から点煙源までの距離(m)

ｘ ：点煙源から予測点までの風下距離(m)

各点煙源の排出量ｑ(x)及び拡散パラメータα、β、γは、既存資料を参考
＊３０ ＊３１

に適切に設定する。また、風速ＵＷとその風向は、自然風とトンネル風をベク

トル合成して設定する。
＊３２

予測地点の濃度は、噴流モデルと等価排出強度モデルにより計算した濃度を

それぞれ重み付けしたのち、これらを足し合わせて求める。噴流モデルと等価

排出強度モデルの重み付けは、坑口からの距離に応じて適切に行う。
＊３３

ｲ.弱風時の予測

噴流モデルを用いて予測する。なお、拡散式は「有風時の予測」で示したと

おりである。

b.明かり部からの拡散濃度の予測方法

ｱ.有風時の予測

プルーム式により予測する。ただし、拡散計算に用いる風速は、等価排出強

度モデルと同様にして計算した吐出風と自然風のベクトル合成値を用いる。な

お、拡散幅は一般的な道路構造の予測方法と同様に設定する。

ｲ.弱風時の予測

パフ式により予測する。ただし、排出源の位置及び初期拡散幅に相当する時

π

π
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間ｔ０は、トンネル風の影響を考慮して適切に設定する。
＊３４

(4) 掘割部における予測手法

掘割部の予測において、開口部からの排出が平衡状態に達している場合は切土
＊３５ ＊３６

とみなし、一般的な道路構造の予測方法に準拠して予測する。一方、開口部から

の排出が平衡状態に達していない場合は、呼吸量モデルにより車道内濃度を計算
＊３７

し、車道内濃度に基づき開口部の点煙源の排出量を設定して、プルーム式及びパ

フ式により予測する。

a.車道内濃度の計算

開口区間の車道内濃度は、呼吸量モデルに基づく次式により計算する。
＊３８

Ｇe Ｇe ｑ･Ｂ
Ｃ＝ －( － Ｃ０)exp(－ ｘ） ･･･････(2.15)

ｑ･Ｂ ｑ･Ｂ Ａr･Ｖr

ここで、Ｃ ：開口区間の車道内濃度(ppm又はmg/m３)

Ｃ０ ：開口区間入口の車道内濃度(ppm又はmg/m３)

Ｇe ：単位長さ当りの汚染物質の排出量(ml/s･m又はmg/s･m)

ｘ ：開口区間の入口からの距離(m)

Ａr ：開口部の車道内断面積(m２)

Ｂ ：開口部の開口幅(m)

Ｖr ：開口部の車道内風速(m/s)
＊３９

ｑ ：単位呼吸量(m３/s･m２) ｑ＝ｑ*･Ｖr

ｑ* ：無次元化呼吸量

無次元化呼吸量は、既存資料等から適切に設定する。なお、対面通行の場合
＊４０

は、各々の車線の車道内濃度を求め、これを平均して車道内濃度とする。

b.点煙源の排出量の設定

開口部の点煙源の排出量は、車道内濃度に単位呼吸量及び開口幅を乗じて設
＊４１

定する。

(5) 換気塔における予測手法

換気塔周辺の予測は、点煙源を有効排出源高さＨeに配置し、プルーム式によ
＊４２

り行う。

換気塔の有効排出源高さＨeは、排出口の高さＨ０とBriggsの式を用いて計算し
＊４３

た排気上昇高さ⊿Ｈから求める。

予測に用いる気象条件は、大気安定度を考慮して適切に設定する。
＊４４

予測に用いる拡散幅は、Huberの式に基づいて設定する。
＊４５

ＮＯｘ変換式は、既存データを参考に適切に設定する。
＊４６

２）予測地域

予測地域は、調査地域のうち、影響範囲内に住居等の保全対象が立地する地域及

び立地することが予定される地域を設定する。
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３）予測地点

「二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）に係る環境影響を的確に把握できる地点」

とは、原則として地上1.5ｍの高さとする。但し、高架構造等の道路で、当該道
＊４７

路の近傍に中高層住宅等が存在する場合は、必要に応じて高架構造等の高さと同

等の高さを選定する。

予測地点は、予測地域の中から、道路構造及び交通条件が変化するごとに区間を

分割し、その区間において地域を代表する地点、特に影響を受けるおそれがある

地点、保全すべき対象等への影響を的確に把握できる地点の観点から設定する。

2.1.6-3 参考手法より詳細な予測の手法

道路構造が複雑な場合で、かつ、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある

場合、あるいは対象地域が通常より拡散しにくい地形を有する場合で、かつ、環境影

響の程度が著しいものとなるおそれがある場合は、参考手法に他の手法を組み合わせ

て予測する。
＊４８

2.1.6-4 予測の不確実性

新規の予測手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積さ

れていない場合において、予測の不確実性の程度及び不確実性に係る環境影響の程度
＊４９

を勘案して必要と認めるときは、当該不確実性の内容を明らかにできるようにしなけ

ればならない。



- 2-1-24 -
Ver.2-1

別表第二 参考手法（予測の手法）

二酸化窒素：自動車の走行

一 予測の基本的な手法

プルーム式及びパフ式による計算

二 予測地域

調査地域のうち、二酸化窒素の拡散の特性を踏まえて二酸化窒素に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域

三 予測地点

二酸化窒素の拡散の特性を踏まえて予測地域における二酸化窒素に係る環境影響を

的確に把握できる地点

四 予測対象時期等

計画交通量の発生が見込まれる時期

別表第二 参考手法（予測の手法）

浮遊粒子状物質：自動車の走行

一 予測の基本的な手法

プルーム式及びパフ式による計算

二 予測地域

調査地域のうち、浮遊粒子状物質の拡散の特性を踏まえて浮遊粒子状物質に係る環

境影響を受けるおそれがあると認められる地域

三 予測地点

浮遊粒子状物質の拡散の特性を踏まえて予測地域における浮遊粒子状物質に係る環

境影響を的確に把握できる地点

四 予測対象時期等

計画交通量の発生が見込まれる時期

【解 説】

「2.1.6-2 参考予測手法」では、省令別表第二（第八条関係）に規定する参考予測

手法を、「技術指針通達第８の１(2)及び２(2)」を踏まえて具体的に示した。また、「2.

1.6-3 参考手法より詳細な予測の手法」は、「2.1.4 調査及び予測の手法の選定 ２)

参考手法より詳細な手法を選定する場合」に該当する予測手法である。これらの予測手

法は、入手可能な情報の程度により、評価に対して、合理的に十分対応できる手法であ

る。

また、環境影響評価実施の段階で、対象事業以外の事業活動等によりもたらされる大

気質を、当該事業以外の事業に対する環境影響評価結果等で具体に把握できる場合、こ

の影響も勘案して予測を行う。
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*1「予測に必要な道路条件」

二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の予測に必要な道路条件としては、「道路構

造」、「車道部幅員」、「路面高さ」、「道路勾配」がある。これらは、「2.1.1 事業特

性の把握」で把握した事項を基本に設定する。

*2「必要に応じて」

施設が部分的に完成し供用されるとき（暫定供用・部分供用）は、一般に事業計

画の目標時期に比べて影響が小さい。しかし、対象道路周辺の道路網の整備状況等

によっては、これらの時期の交通量が目標時期の交通量を上回ることも考えられる。

このような状況が生じる時期を環境影響評価手続きを行う段階で設定できる場合に

は、当該時期の予測も行うものとする。

*3「類似地点における交通量の時間変動等」

類似地点とは、近隣の道路であって、その交通特性が類似していると考えられる

道路における地点をいう。また、交通量の時間変動係数は、類似地点の道路交通セ

ンサスのデータ等を利用して設定する。

*4「法定速度」

車種分類別の法定速度としては、表－2.1.3の値を用いるものとする。

表－2.1.3 法定速度

道路種別 大型車類 小型車類

高速自動車国道 80km/h 100km/h

その他の道路 60km/h 60km/h

*5「沿道環境の保全の観点から適切な値」

「沿道環境の保全の観点から適切な値」として、自動車専用道路の場合、沿道環

境の保全の観点から、必要に応じ法定速度（又は規制速度）よりも10km/h程度高め

の走行速度とすることができる。

また、自動車専用道路以外の道路（以下、一般道路という）の場合は、信号交差

点により走行速度が低下し、排出係数が増加する場合もあることから、適切な平均

走行速度を設定する。平成11年度の道路交通センサスデータのうち、自動車専用道

路を除く４車線以上の一般国道の旅行速度を考慮した結果、表－2.1.4の平均走行

速度が得られた。これを目安に、一般道路の走行速度を設定することができる。

表－2.1.4 一般道路における平均走行速度の目安

法定速度又は規制速度 平均走行速度の目安

60 km/h 45 km/h

50 km/h 40 km/h

40 km/h 30 km/h

なお、近傍に走行状態が類似すると考えられる道路がある場合には、当該道路の

平均走行速度を用いることができる。
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*6「大型車類・小型車類の２車種分類」

２車種分類に対応する車両プレート番号は、表－2.1.5のとおりである。

表－2.1.5 車種分類に対応する車種プレート番号

細 分 類
２車種分類 対応するプレート番号

区 分 旧区分

小型車類 乗用車 軽乗用車 50～59（黄又は黒）
３S及び３３S

８S及び８８S

乗用車 ３、30～39及び300～399
５、50～59及び500～599
７、70～79及び700～799

小型貨物車 軽貨物車 40～49（黄又は黒）
３S及び３３S

６S及び６６S

小型貨物車 ４、40～49及び400～499
（ 貨 客 車 を 含 ６、60～69及び600～699
む）

大型車類 普通貨物車 普通貨物車類 １、10～19及び100～199

特種（殊）車 ８、80～89及び800～899
９、90～99及び900～999
０、00～09及び000～099

バス バス ２、20～29及び200～299

注１）細分類の｢区分｣は、平成11年度以降に実施した全国道路交通情勢調査の車種区分に当たる。
注２）細分類の｢旧区分｣は、平成10年度以前に実施した全国道路交通情勢調査の車種区分に当たる。
注３）プレート番号の｢（黄又は黒）｣は、「黄地に黒文字又は黒地に黄字」を意味する。
注４）プレート番号の添字Ｓは、小型プレートを意味する。

*7「参考予測手法」

道路構造には、一般的な道路構造（平面、高架、盛土、切土）と特殊な道路構造

（インターチェンジ、トンネル坑口、掘割、換気塔）がある。特殊な道路構造にお

いては、道路構造ごとのモデルも組み合わせて予測するが、いずれもプルーム式及

びパフ式が中心となっている。

一般的な道路構造における大気質濃度の予測計算手順は、図－2.1.2に示すとお

りである。なお、窒素酸化物については、窒素酸化物の年平均値を計算し、これを

ＮＯx変換式により二酸化窒素の年平均値に変換して予測結果とする。
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図－2.1.2 一般的な道路構造における大気質濃度の予測計算手順

*8「予測は年平均値」

年平均値で予測する理由は、以下のとおりである。

１）道路近傍における大気質の濃度は、交通、気象等の影響を受けて複雑に変化し

ている。現在の技術レベルにおいて、このように複雑に変化する大気質濃度を忠

実に説明できる予測手法は実用化されていない。一般に提案されている拡散式及

び拡散パラメータは、種々の条件下において測定されたデータを統計的に処理し

て得られたものであり、基本的には平均的な濃度を計算する手法である。

２）特に問題となる高濃度日又は高濃度時間における交通量、気象等の条件を既存

の長期観測データから分析した場合、高濃度日の出現に特徴的な風系等について

いくつかの知見が得られている。しかし、将来の高濃度日について確率的な予測

を行う手法が確立されていないため、現時点においては高濃度日、高濃度時間に

ついての予測はむずかしい。

３）総量規制等の実施例においても年平均値予測が採用されており、年平均値を対

象とした予測は一般的な方法と考えられる。

*9「プルーム式」、「パフ式」

沿道地域の大気質の拡散予測手法には多くの手法があるが、その主な予測方法は、

図－2.1.3のとおりである。

気象データの整理

・風向・風速の時間値データ

・平均走行速度

・予測点位置

排出源位置の設定
車種別走行速度別の排出係数

排出源高さの風速の推定

気象条件の設定
・有風時弱風時の年間の時間別

　出現割合

・年平均時間別風向出現割合

・年平均時間別風向別平均風速

道路条件の設定 交通条件

・車道部幅員 ・時間別交通量

・道路構造、路面位置

・車種構成比

拡散幅等の設定

時間別平均排出量の計算
有風時：プルーム式

弱風時：パフ式

年平均時間別濃度の算出

年平均濃度の算出

浮遊粒子状物質

対象道路の年平均濃度

予測地点の年平均濃度

窒素酸化物→二酸化窒素 ＮＯｘ変換式

将来のバックグラウンド濃度

拡散式による基準濃度の計算
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予測方法 大気拡散式（解析解） プ ル ー ム モ デ ル
パ フ モ デ ル

統 計 的 方 法 回 帰 モ デ ル
模 型 実 験 風 洞 実 験

水 槽 実 験
野外拡散実験 トレーサーガスによる拡散実験
類似事例による推定 類似箇所での事例
その他適切な方法 数値解析モデル 差 分 法

有限要素法
図－2.1.3 大気質の予測方法

これらの予測手法の適用性の目安を、表－2.1.6に示す。

表－2.1.6 予測手法の適用性の目安

地形における適用性 道路構造における適用性
予測手法

一般的な 特殊な
一般地形部 谷地形等

道路構造 道路構造

大気拡散式 ◎ △注1) ◎ ○

統計的方法 ○ × ○ ×

模型実験 － △注2）注3） － ○

野外拡散実験 － △注2）注3) － △注4)

類似事例による推定 ○ △ ○ △

数値解析モデル － △注3) － △注3)

注）表中の記号の意味は次のとおり。◎印：「最も適する」、○印：「適する」、△印：「条件に
よっては適さない場合がある」、×印：「適さない」、－印：「通常は必要としない」

注１）地形条件によっては補完が必要。注２）大気拡散式の補完方法として有用な方法。
注３）妥当性の検証が必要。注４）類似構造での実験となり、類似性の検討が必要。

図－2.1.3に示した予測手法はそれぞれ特徴を有しているが、プルーム式及びパ

フ式による計算は広い範囲にわたって適用できる。一般的な道路構造はもとより、

特殊な道路構造においても、プルーム式及びパフ式による計算を基本とし、その特

殊な道路構造を反映するモデルを組み合わせることにより予測ができる。更に、プ

ルーム式及びパフ式は、計算が容易なため汎用的な手法であり、これまでの調査・

研究の資料が豊富に蓄積され、他の手法に比べて検証が十分になされている。プル

ーム式及びパフ式による計算を参考手法としたのは、このような理由による。

もともとのプルーム式及びパフ式は、拡散場が平坦であること、拡散係数が拡散

場で一定であることなどを仮定して導かれたものである。しかし、予測に用いるに

は、単に物理的な拡散係数そのものを与えるのではなく、実測や実験に基づいて設

定された拡散幅等を与えるので、統計モデルあるいは経験式といった性格も有して

いる。すなわち、プルーム式及びパフ式を広範囲にわたって適用可能としているの

は、種々の道路構造及び気象条件に対して、現実の拡散濃度に基づき各種パラメー

タを設定しているためである。
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*10「拡散幅」５）

１）沿道の拡散幅

一般に、拡散幅は大気安定度の影響を受けて変化する。日射を強く受けると大気

が不安定になり、大気の流れが乱れるため、拡散幅は大きくなる。日射がなくなる

と大気の流れは安定し、拡散幅は小さくなる。このため拡散幅は、通常 Pasquill-

Giffordの拡散幅にみられるように大気安定度別に設定されている。

一方、これまでの沿道の拡散実験結果によると、沿道においてはわずかに大気安

定度の拡散幅への影響がみられるものの、全体的にその影響は小さい６）７）。その理

由は、道路周辺や地表付近においては、大気安定度の影響よりも、周辺条件による

影響の方が大きいためである。最も影響すると考えられる要因は、道路両側の建物

及び道路構造による風の乱れである。また、道路を走行する自動車によっても風が

乱れる。このような要因が重なって沿道では大気安定度の影響が小さくなっている

ものと考えられる８）。沿道における拡散幅を大気安定度別に設定していないのは、

このような理由による。

２）プルーム式に使用する拡散幅の根拠

(1) 鉛直方向の拡散幅σｚ

鉛直方向の拡散幅は、直角風における大気質濃度の実測値又はトレーサーガス

濃度と正規型プルーム式で得られる計算値との残差の平方和が最小になるように

求める方法により調査している。これらの調査６）９）で求めた鉛直方向の拡散幅は、

図－2.1.4のとおりである。Pasquill-Gifford図（以下「Ｐ－Ｇ図」という）の

拡散幅と比べると、大気安定度が中立Ｄの時より、調査で求めた拡散幅は大きな

値となっている。一般に、Ｐ－Ｇ図などの拡散パラメータは大気安定度別に与え

られている。しかし、上記の調査結果あるいはこれまでの道路周辺における調査

例では必ずしも大気安定度と拡散幅との関係が明確とはいえないことから、大気

安定度と関わりなく拡散幅を設定した。

道路構造の違いによる拡散幅への影響については、高架や盛土などでは道路構

造自体によって風が乱されるため、拡散幅は多少大きくなると考えられる。しか

し、実測値による鉛直方向の拡散幅は、道路構造別に明確な違いが確認されてい

ない。したがって、拡散幅を道路構造別に設定するには至らなかった。
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図－2.1.4 有風時における鉛直方向の拡散幅６）

遮音壁を設置している箇所では、遮音壁により風が乱されるため初期拡散幅の

増加が考えられる。風洞模型実験では、高さ３ｍ、５ｍ、８ｍの遮音壁を設置し

た場合、遮音壁が高くなるほど初期拡散幅が増加する傾向がみられた。一方、３ ｍ

及び５ｍの遮音壁が設置された沿道のトレーサー実験によれば、図－2.1.5のと

おり初期拡散幅は約４ｍで、遮音壁がない場合との違いが確認された６）。このた

め、現段階では、高さ３ｍ以上の遮音壁が設置されている場合は、一定の初期拡

散幅を与えることとした（高架道路の壁高欄のみの場合を除く）。

図－2.1.5 遮音壁が設置された場合の有風時における鉛直方向の拡散幅６）

以上の考察に基づき、鉛直方向の拡散幅は大気安定度及び道路構造によらず、

遮音壁がない場合は初期拡散幅を1.5ｍ、高さ３ｍ以上の遮音壁がある場合は初

期拡散幅を4.0ｍとして、σｚ＝σｚ０＋0.31Ｌ０.８３ と設定した。

なお、遮音壁が設置され、初期拡散幅との関係について適切な資料が得られる

場合には、その資料に基づいて初期拡散幅を設定することができる。
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(2) 水平方向の拡散幅σｙ

水平方向の拡散幅σｙは、点源放出トレーサー実験のトレーサーガス濃度とプ

ルーム式で得られる計算値との残差の平方和が最小になるように求める方法によ

り調査している。この調査６）で求めた水平方向の拡散幅は、図－2.1.6のとおり

である。調査結果からは、拡散幅を道路構造別に設定するまでには至っていない。

しかし、平面道路の拡散幅は他の道路構造と比べ小さくなる傾向がみられた。初

期拡散幅は、自動車排出ガスが車道部上に拡がっているとみなすと、車道部幅員

Ｗの半分程度と推定される。したがって、初期拡散幅をＷ/2とし、平面道路の場

合の値から、水平方向の拡散幅をσｙ＝Ｗ/2＋0.46Ｌ０.８１と設定した。

図－2.1.6 有風時における水平方向の拡散幅７）

３）パフ式に使用する拡散幅等７）９）

積分型簡易パフ式は、拡散幅を時間の１次関数（σｙ＝αｔ、σｚ＝γｔ）と仮定

することにより簡略化し、ｔ＝∞まで積分することにより解析的に導かれたもので

ある。そこで、車道部端における水平方向の拡散幅σｙが車道部幅員Ｗ(m)の１/２

となるまでの時間を初期拡散幅に相当する時間ｔ０として、水平方向の拡散幅につ

いては点煙源トレーサー実験から、また鉛直方向の拡散幅については実測値から、

いずれも拡散幅を表す時間の１次関数から求める方法により調査した。その結果、

水平方向の拡散幅に関する係数αは、図－2.1.7に示すように0.3と設定した。一方、

鉛直方向の拡散幅は、昼夜で有意な差が認められた。これは、秋期から冬期の風が

弱く晴れた日の夜間に発生しやすい接地逆転層によるものと考えられた。そこで、

鉛直方向の拡散幅に関する係数γは、図－2.1.8に示すように昼間0.18、夜間0.09

と設定した。
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図－2.1.7 弱風時における水平方向の拡散幅７）

図－2.1.8 弱風時における鉛直方向の拡散幅７）

*11「予測に用いる気象条件は、気象データから適切に設定」

予測に用いる気象条件は、気象データから排出源高さの風速をべき乗則の式を用

いて推定し、その結果に基づいて以下の項目を整理する。プルーム式及びパフ式の

適用の判断は、ここで整理された気象データ（排出源高さの風速）に基づいて行う。

①有風時及び弱風時の年間の時間別出現割合

②有風時の年平均時間別風向出現割合

③有風時の年平均時間別風向別平均風速

予測の気象条件として年平均時間別値を用いる理由は、次のとおりである。

そもそも年平均値の予測は、ある年に観測した気象データが予測目標年次に同様

に出現すると仮定して行うものである。毎年出現する気象条件は、任意の日時に全

昼間
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く同じ気象条件が常に出現するというものではない。しかし、年間という期間で統

計的にみた場合には、それぞれの気象条件が同様の頻度で出現することが分かって

いる。したがって、予測に用いる気象条件としては、気象の出現状況を統計的にと

らえた年平均時間別値が妥当であると判断した。

なお、有風時における年平均時間別の風速の与え方については、年平均時間別平

均風速を与える方法と年平均時間別風向別平均風速を与える方法がある。総じて大

きな差はないが、後者の与え方がより精度よく予測することができるため、有風時

における年平均時間別の風速は年平均時間別風向別平均風速を採用することとした。

気象条件は、例えば表－2.1.7により整理するとよい。

表－2.1.7 気象条件の整理例

*12「風速は、既存の方法を参考に適切に推定」

排出源高さの風速は、次のべき乗則の式を用いて推定する。この式は、接地気層

と外部境界層の下層を含む高度約200～300ｍ以下の大気中の風速の鉛直分布を表す

経験式として示されているものである。

Ｕ＝Ｕ０(Ｈ/Ｈ０)Ｐ ･･･････････(解説2.1)

ここで、Ｕ ：高さＨ(ｍ)の風速(m/s)

Ｕ０ ：基準高さＨ０の風速(m/s)

Ｈ ：排出源の高さ(m)

Ｈ０ ：基準とする高さ(m)

Ｐ ：べき指数

べき指数Ｐは、地表面粗度が増すと大きくなる傾向があり、土地利用の状況に合

わせて設定する。一般に、各種土地利用の状況に対するべき指数Ｐの目安は、表－

2.1.8に示すとおりである１０）。

表－2.1.8 土地利用の状況に対するべき指数Ｐの目安

土地利用の状況 べき指数

市街地 １／３

郊外 １／５

障害物のない平坦地 １／７

項目 N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW
出現頻度(%)
平均風速(m/s)
出現頻度(%)
平均風速(m/s)
出現頻度(%)
平均風速(m/s)

… … … … … … … … … … … … … … … … … … … …

出現頻度(%)
平均風速(m/s)
出現頻度(%)
平均風速(m/s)
出現頻度(%)
平均風速(m/s)
出現頻度(%)
平均風速(m/s)

昼夜の
別

有風時の出現頻度

1

2

3

時刻 弱風時出
現頻度(%)

22

23

24

全日
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*13「排出源高さの風速」

地表面付近の風速は、地表面粗度により鉛直方向に変化する。このため、自動車

からの排出ガスの拡散を支配すると考えられる排出源高さの風速を拡散計算の入力

条件とする。

*14「車道部の中央に適切な区間及び間隔で」５）

プルーム式及びパフ式は、基本的には排出ガスが煙突のような点状の煙源から排

出される場合に適用される式である。これに対して道路から排出される自動車排出

ガスの拡散は、走行する自動車という線状の煙源からの拡散である。したがって、

点煙源タイプの拡散式を適用するには、解析的に積分を行った式を用いるか、ある

いは道路延長方向に点煙源を数多く配置し、各点煙源による濃度を足し合わせると

いう手法を用いる必要がある。ここでは、点煙源による濃度を足し合わせるという

手法を用いることとし、点煙源は以下のように設定する。

点煙源は、原則として車道部の中央に、予測断面を中心に前後合わせて400ｍの

区間に配置する。その際、点煙源の間隔は、予測断面の前後20ｍの区間で２ｍ間隔、

その両側それぞれ180ｍの区間で10ｍ間隔とする。ただし、対象道路に対して平行

風が卓越し、予測濃度に影響を与えるおそれがあると予想される場合は、必要に応

じ道路縦断方向の配置距離を前後合わせて1,000ｍにわたり配置するものとす

る１１）。また、上下車線が水平あるいは鉛直方向に離れていて、車道部中央に点煙

源を配置すると拡散現象を適切に表現できないと判断される場合には、上下車線ご

とに点煙源を配置する。

図－2.1.9 点煙源の配置
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*15「適切な高さに設定」５）

排出源の高さは、道路構造別に以下に示す高さを基本に設定する。

平面 ：路面高さ＋１ｍ

盛土 ：(路面高さ＋１ｍ)/２

切土、高架、遮音壁がある場合：仮想路面高さ＋１ｍ

これらを図－2.1.10に示す。

図－2.1.10 排出源高さの設定

平面道路においては、実際の自動車の排気管の高さ（0.2～0.5ｍ）及び排出され

たガスが自動車の走行による風の回り込み等により上方へ拡散されることを考慮し

て、排出源高さを「路面高さ＋１ｍ」と設定している。

盛土道路においては、風が盛土法面に沿って流れるため、平面道路と同様に「路

面高さ＋１ｍ」として拡散計算すると地表面付近では過小評価となる。この場合、

「(路面高さ＋１ｍ)/２」として計算した方が実測値との整合がよくなることから、

排出源高さを「(路面高さ＋１ｍ)/２」と設定している。

切土、高架あるいは遮音壁を設置している道路においては、風洞模型実験の結果

によれば、切土法面や遮音壁等の影響により排出ガスが上方へ拡散され、排出源高

さが遮音壁等の高さに対応して見かけ上高くなる。この現象を考慮して、切土道路

においては周辺地盤位置に、また壁高欄のある高架道路及び遮音壁を設置している

道路においてはそれらの上端に仮想路面を想定し、排出源高さを「仮想路面高さ＋

１ｍ」と設定している。なお、ここに記述されていない道路にあっても、同様の考

え方を基本として排出源高さを設定する。

*16「時間別平均排出量」５）

窒素酸化物（又は浮遊粒子状物質）の時間別平均排出量は、次式により求める。

1 1 ２

Ｑｔ＝Ｖｗ× × ×Σ（Ｎｉｔ×Ｅｉ） ･････････(解説2.2)
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ここで、 Ｑｔ ：時間別平均排出量（mｌ/m･s(又はmg/m･s)）

Ｅｉ ：車種別排出係数（g/km・台）

Ｎｉｔ：車種別時間別交通量（台/h）

Ｖｗ ：換算係数（mｌ/g(又はmg/g)）

窒素酸化物の場合：20℃、１気圧で、523mｌ/g

（窒素酸化物の排出係数が、シャシダイナモ試験により得られた濃
度をすべて二酸化窒素として質量に換算することにより与えられ
ていることから、その排出量を求めるには二酸化窒素として体積
換算することになる。）

浮遊粒子状物質の場合：1000mg/g

（排出係数及び排出量が質量で与えられているため、体積換算する
必要はない。ただし、排出係数のgをmgに換算する。）

なお、時間別平均排出量の設定において、設定した平均走行速度が車種によって

異なる場合は、車種毎の走行速度に対応する排出係数に車種別時間別交通量を乗じ、

車種別時間別平均排出量を合計して、時間別平均排出量を求める。

*17「予測に用いる排出係数」

予測に用いる排出係数１２）を表－2.1.9に示す。これらの排出係数は、実走行モード１３）

に基づくシャシダイナモ試験の結果及び平成12年度に示された自動車排出ガス量の

許容限度に関する中央環境審議会の第四次答申による新長期目標（新短期目標の

１／２と想定）に基づいて、平成30年度以降を予測対象として設定されたものであ

り、排気管由来のみを対象としたものである。平均走行速度が110km/hを超える小型

表－2.1.9 予測に用いる排出係数(g/km･台)１２）

項 目 窒素酸化物(ＮＯｘ) 浮遊粒子状物質(ＳＰＭ)

車 種 小型車類 大型車類 小型車類 大型車類

20㎞/h 0.118 2.08 0.007 0.107

30 0.097 1.67 0.006 0.086

40 0.077 1.35 0.004 0.071

45 0.070 1.23 0.004 0.065
平
均 50 0.064 1.15 0.004 0.060
走
行 60 0.057 1.09 0.003 0.054
速
度 70 0.059 1.16 0.003 0.053

80 0.068 1.39 0.004 0.056

90 0.086 1.75 0.005 0.063

100 0.113 - 0.007 -

110 0.148 - 0.009 -

注）排出係数設定のための近似式
(小型車類のＮＯｘ排出係数)= -0.902 ／Ｖ- 0.00578 Ｖ + 0.0000439 Ｖ２+0.261
(大型車類のＮＯｘ排出係数)= -7.12 ／Ｖ- 0.0895 Ｖ + 0.000735 Ｖ２+3.93
(小型車類のＳＰＭ排出係数)= -0.0687／Ｖ- 0.000385Ｖ + 0.00000287Ｖ２+0.0170
(大型車類のＳＰＭ排出係数)= 0.0318／Ｖ- 0.00310 Ｖ + 0.0000227 Ｖ２+0.158

ここで、排出係数 ：ｇ／ｋｍ･台
平均走行速度（Ｖ）：ｋｍ／ｈ

上記の式を適用できる範囲は、小型車類が20～110km/h、大型車類が20～90km/hとする。
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車類及び90km/hを超える大型車類の排出係数は、シャシダイナモ試験により自動車

の排出ガス量のデータを取得し、排出ガス規制を加味した上で後述する車種構成比

及び平均半積載重量を用いることによって算出することができる。

ただし、別途調査結果に基づいて適切に車種別の排出係数が設定できる場合には、

その値を用いることができる。

なお、予測断面付近において、縦断勾配のある区間が相当長く続く場合には、必

要に応じ、排出係数を補正することが望ましい。縦断勾配による排出係数の補正係

数１２）を表－2.1.10（又は表－2.1.11）に示す。

表－2.1.10 窒素酸化物の排出係数の縦断勾配による補正係数１２）

車 種 速度区分 縦断勾配i(%) 補正係数

０＜ｉ≦４ １＋0.25ｉ
60km/h未満

－４≦ｉ＜０ １＋0.13ｉ
小型車類

０＜ｉ≦４ １＋0.38ｉ
60km/h以上

－４≦ｉ＜０ １＋0.19ｉ

０＜ｉ≦４ １＋0.29ｉ
60km/h未満

－４≦ｉ＜０ １＋0.17ｉ
大型車類

０＜ｉ≦４ １＋0.43ｉ
60km/h以上

－４≦ｉ＜０ １＋0.22ｉ

表－2.1.11 浮遊粒子状物質の排出係数の縦断勾配による補正係数１２）

車 種 速度区分 縦断勾配i(%) 補正係数

０＜ｉ≦４ １＋0.21ｉ
60km/h未満

－４≦ｉ＜０ １＋0.12ｉ
小型車類

０＜ｉ≦４ １＋0.38ｉ
60km/h以上

－４≦ｉ＜０ １＋0.14ｉ

０＜ｉ≦４ １＋0.21ｉ
60km/h未満

－４≦ｉ＜０ １＋0.11ｉ
大型車類

０＜ｉ≦４ １＋0.30ｉ
60km/h以上

－４≦ｉ＜０ １＋0.13ｉ

シャシダイナモ試験結果に新長期目標を加味して得られた代表車種の排出係数原

単位は、表－2.1.12（又は表－2.1.13）のとおりである。この排出係数原単位に、

乗用車類の場合は車種構成比を、貨物車類の場合は車種構成比と平均半積載重量を

乗じて合成することにより小型車類・大型車類別の排出係数を設定した。排出係数

の合成に用いた車種構成比及び貨物車類の平均半積載重量は、図－2.1.11のとおり

である。
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表－2.1.12 代表８車種の窒素酸化物の排出係数原単位(半積載)１２）

【ガソリン車】 (単位：乗用車はg/km、貨物車はg/km･t)

平均走行速度 ガソリン ガソリン ガソリン ガソリン
(km/h) 乗用車 貨物車軽量 貨物車中量 貨物車重量

20 0.0592 0.0538 0.0242 0.0242

40 0.0401 0.0390 0.0205 0.0205

60 0.0293 0.0290 0.0222 0.0222

80 0.0319 0.0350 0.0235 0.0235

100 0.0497 0.0591 0.0232 0.0232

110 0.0643 0.0782 0.0226 0.0226

【ディーゼル車】

平均走行速度 ディーゼル ディーゼル ディーゼル ディーゼル
(km/h) 乗用車 貨物車軽量 貨物車中量 貨物車重量

20 0.230 0.0729 0.0999 0.182

40 0.145 0.0500 0.0571 0.118

60 0.0929 0.0413 0.0410 0.0954

80 0.114 0.0473 0.0502 0.122

100 0.217 0.0682 0.0847 0.198

110 0.300 0.0842 0.111 0.255

表－2.1.13 代表８車種の浮遊粒子状物質の排出係数原単位(半積載)１２）

【ガソリン車】 (単位：乗用車はg/km、貨物車はg/km･t)

平均走行速度 ガソリン ガソリン ガソリン ガソリン
(km/h) 乗用車 貨物車軽量 貨物車中量 貨物車重量

20 0.00174 0.00133 0.00202 0.00202

40 0.000576 0.000867 0.000772 0.000772

60 0.000568 0.000588 0.000459 0.000459

80 0.00114 0.000526 0.000774 0.000774

100 0.00396 0.000739 0.00336 0.00336

110 0.00602 0.000955 0.00532 0.00532

【ディーゼル車】

平均走行速度 ディーゼル ディーゼル ディーゼル ディーゼル
(km/h) 乗用車 貨物車軽量 貨物車中量 貨物車重量

20 0.0207 0.0141 0.0116 0.00934

40 0.0148 0.0102 0.00729 0.00625

60 0.0110 0.00734 0.00468 0.00477

80 0.00962 0.00632 0.00622 0.00489

100 0.0108 0.00730 0.0124 0.00661

110 0.0123 0.00856 0.0173 0.00806
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車種構成比・平均半積載重量
ガソリン車 (83.5%)

乗用車類
(74.6%) ディーゼル車 (16.5%)

小型車類
軽量(26.1% ; 1.25t)

ガソリン車 中量(11.6% ; 1.60t)
重量( 3.3% ; 2.15t)

貨物車類
(25.4%) 軽量( 9.9% ; 1.30t)

ディーゼル車 中量(16.1% ; 1.70t)
重量(33.0% ; 2.48t)

ガソリン車 重量( 0.6% ; 3.00t)
大型車類

中量( 0.4% ; 2.02t)
ディーゼル車

重量(99.0% ;11.53t)

図－2.1.11 排出係数の合成に用いた車種構成比及び平均半積載重量１２）

一般に、車両の年式により規制が異なっている場合には、年式別の車両の構成比

を設定して、排出係数の合成を行わなければならない。しかし、環境影響評価を行

う対象年次は概ね20年先であり、同一車種については、年式によらず同じ排出ガス

規制が適用されているものと考えられることから、年式別車両構成比を考慮してい

ない。

ただし、中間年次の予測を行う場合は、年式により異なる排出ガス規制等が適用

されている場合もあると考えられることから、表－2.1.14に示す年式別車両構成比

を考慮して、排出係数を設定しなければならない。

なお、同表における例えば２年前の年式別車両構成比とは、予測年に走行してい

る車両に占める予測年から２年前に初度登録された車両の割合である。

表－2.1.14 年式別車両構成比１２）

年式別車両構成比（％）
車 種

予測年 １年前 ２年前 ３年前 ４年前 ５年前

小型車類 15.99 14.79 13.40 12.10 10.60 9.17

大型車類 17.53 15.83 14.14 12.45 10.73 9.02

年式別車両構成比（％）
車 種

６年前 ７年前 ８年前 ９年前 10年前 11年以上前

小型車類 7.63 6.06 4.46 2.93 1.84 1.03

大型車類 7.32 5.57 3.83 2.27 1.08 0.23

なお、排出ガス規制等は、省令第十条第５項の「国又は関係する地方公共団体が

実施する環境の保全に関する施策の効果」に相当する。将来の排出ガス規制の効果

を見込む場合は、同項の規定に従い、単体規制の内容を評価書等において明記する
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こととする。

*18「有風時及び弱風時」５）

拡散計算では、単位風速のときの単位排出量の濃度（基準濃度）を計算しておく

と便利である。この基準濃度は、有風時と弱風時に分け、有風時は風向別基準濃度

Ｒws、弱風時は昼夜別基準濃度Ｒcｄｎを計算する。

有風時の風向別基準濃度Ｒwsは、予測点と各点煙源の位置、風向及び道路条件等

から拡散幅（σｚ,σｙ）及び距離（Ｈ,ｘ,ｙ,ｚ）を定め、これらをプルーム式に代

入して拡散計算を行い、各点煙源ごとに求められた予測点の濃度を足し合わせて計

算する。このときに使用する単位風速及び単位排出量の値は、次のとおりとする。

風 速：ｕ＝１(m/s)注）

排出量：Ｑ＝１(mｌ/m･s又はmg/m･s)注）×各点煙源が代表する道路延長(m)

注）風速及び排出量の単位はそれぞれm/s、ml/m･s（又はmg/m･s）で

あるが、式(解説2.6)との関係から、いずれも無次元として扱う。

なお、プルーム式を適用して基準濃度を計算する場合のＨ,ｘ,ｙ,ｚは、以下の

ように設定する。Ｈは排出源高さであり、その設定方法は*15「適切な高さに設定」

を参照のこと。ｘ及びｙは、風向θを図－2.1.12のようにとると、次式で表される。

ｘ＝ Ｘ０･sinθ＋Ｙ０･cosθ ･････(解説2.3)

ｙ＝－Ｘ０･cosθ＋Ｙ０･sinθ ･････(解説2.4)

また、ｚは予測点の高さであり、地表面からの高さとする。これは、一般的にプル

ームモデルにおいては、煙流の中心軸が地表面に平行になると考えられるためで、

地盤の傾斜や地形の凹凸により排出源と予測点の地盤高さが異なる場合でも、この

高低差を考慮せずに地表面からの高さとしてよい(図－2.1.13参照)。

パフ式においても同様にＨ,ｘ,ｙ,ｚを設定する。ただし、パフ式においては

ｘ２＋y２を用いることから、ｘ及びｙの設定においては適当な方向を用いるか、

ｘ２＋ｙ２の代わりにＸ０
２＋Ｙ０

２(＝Ｄ２＝ｘ２＋ｙ２)を用いて計算することができる。

図－2.1.13 ｚのとり方

図－2.1.12 ｘ，ｙのとり方

弱風時の昼夜別基準濃度Ｒcｄｎは、パフ式に有風時と同様の距離（Ｈ,ｘ,ｙ,ｚ）、

排出量及び拡散幅等（ｔ０,α,γ）を代入して拡散計算を行い、昼夜別に計算する。
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*19「重ね合わせ」５）

年平均濃度は、式(解説2.5)及び式(解説2.6)を用いて計算する。平面道路と高架

道路が併設される場合など、予測対象の道路が複数となる場合には、それぞれの道

路について求めた濃度を足し合わせて求める。

２４

Σ Ｃaｔ
ｔ＝１

Ｃa＝ ･････････(解説2.5)
24
１６

Ｃaｔ＝ Σ{(Ｒwｓ／ｕwｔｓ)×ｆwｔｓ}＋Ｒcｄｎ×ｆcｔ Ｑｔ ･･･(解説2.6)
ｓ＝１

ここで、Ｃa ：年平均濃度(ppm又はmg/m３)

Ｃaｔ ：時刻ｔにおける年平均濃度(ppm又はmg/m３)

Ｒwｓ ：プルーム式により求められた風向別基準濃度(m-1)

ｆwｔｓ：年平均時間別風向出現割合

ｕwｔｓ：年平均時間別風向別平均風速(m/s)

Ｒcｄｎ：パフ式により求められた昼夜別基準濃度(s/m２)

ｆcｔ ：年平均時間別弱風時出現割合

Ｑｔ ：年平均時間別平均排出量(mｌ/m･s又はmg/m･s)

なお、添字のｓは風向（16方位）、ｔは時間、dnは昼夜の別、wは有風時、cは弱

風時を示す。

*20「ＮＯｘ変換式」

ＮＯｘ変換式は、次式を用いることができる。

[ＮＯ２]Ｒ＝0.0683[ＮＯｘ]Ｒ0.499(１－[ＮＯｘ]ＢＧ／[ＮＯｘ]Ｔ)0.507 ････(解説2.7)

ここで、[ＮＯｘ]Ｒ ：窒素酸化物の対象道路の寄与濃度(ppm)

[ＮＯ２]Ｒ ：二酸化窒素の対象道路の寄与濃度(ppm)

[ＮＯｘ]ＢＧ：窒素酸化物のバックグラウンド濃度(ppm)

[ＮＯｘ]Ｔ ：窒素酸化物のバックグラウンド濃度と対象道路の

寄与濃度の合計値(ppm)

([ＮＯｘ]Ｔ＝[ＮＯｘ]Ｒ＋[ＮＯｘ]ＢＧ)

式(解説2.7)は、1995年～2004年（10年間）の全国の一般局及び自排局の年平均

値を用い、自排局の値からその自排局と同一市町村内にあるすべての一般局の平均

値を差し引き、道路の影響と考えられる窒素酸化物及び二酸化窒素の濃度を計算し

たのち、最小二乗法によりパラメータを求めて設定したものである１４）。なお、常

監局データの解析結果によれば、窒素酸化物濃度が高い地域では、一酸化窒素から

二酸化窒素への変換を促すオゾン濃度が低く、窒素酸化物濃度に対する二酸化窒素

の比率が小さくなっている。ＮＯｘ変換式が窒素酸化物のバックグラウンド濃度を

含んでいるのは、このような現象を考慮したためである１４）。

ただし、予測地域の窒素酸化物濃度と二酸化窒素濃度との関係を適切に再現する

ことができ、ＮＯｘ変換式のパラメータを設定するのに十分な数のデータが得られ、

かつ、設定したＮＯｘ変換式が十分信頼できる場合は、そのＮＯｘ変換式を用いる

ことができる。
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*21「バックグラウンド濃度」５）

ここでいうバックグラウンド濃度は、当該道路付近の大気質濃度から当該道路に

起因する濃度を差し引いた残りと定義され、次式で表される。

Ｃｂ ＝Ｃｔ－ Ｃｒ ･････(解説2.8)

ここで、Ｃｂ：バックグラウンド濃度

Ｃｔ：当該道路付近の大気質濃度

Ｃｒ：当該道路に起因する濃度

すなわち、バックグラウンド濃度とは、予測対象道路以外の移動発生源、固定発

生源、群小発生源及び自然界等すべてに由来する大気質濃度に相当するものをいう。

予測対象時期における大気質のバックグラウンド濃度としては、国又は地方公共

団体等により推定された値、あるいは国又は地方公共団体等により推定された排出

量のデータから、将来の排出量の低減等を見込んで推定した値を用いる。例えば、

国又は地方公共団体が公害防止計画等に基づき将来の広域大気汚染濃度の予測を行

っていて、それが利用可能な場合には、その値を用いることができる。また、将来

の土地利用、排出規制の状況等から将来の排出量の推移を予測し、現在の濃度から

将来の濃度を推定する方法や、広域拡散モデルによる拡散計算を行って将来濃度を

求める方法等が考えられる。この場合、排出量のデータは、国、地方公共団体等が

推定したものを用いることができる。

なお、排出量のデータが得られないなどにより将来の状況の推定が困難な場合、

あるいは将来の土地利用が現況からあまり変化しないと判断される場合等には、現

況濃度値を用いる。

*22「インターチェンジ部周辺の予測」

インターチェンジ部（以下「ＩＣ部」という）周辺の大気質の予測計算手順は、

図－2.1.14のとおりである１５）。

図－2.1.14 ＩＣ部周辺の大気質の予測計算手順

ＩＣ部の設計条件排出源位置の設定
・点煙源の配置

基本条件の設定       　    排出係数比
各点煙源における道路条件・

各点煙源における交通条件・

40km/h走行時
の排出係数

代表点(本線排出源高さ)
の気象条件

各点煙源の         各点煙源からの
風速の推定          排出量の設定

各点煙源からの拡散濃度の算出

道路寄与の合成計算

将来のバックグランド濃度

予測地点の年平均濃度
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*23「予測に用いる気象条件」

気象データは、代表的な本線の排出源高さを設定し、べき乗則によりその高さに

おける風速を推定した後、以下の項目について整理する。

①有風時及び弱風時の年間の時間別出現割合

②有風時の年平均時間別風向出現割合

③有風時の年平均時間別風向別平均風速

各点煙源の風速は、③の風向別平均風速をべき乗則により各点煙源の排出源高さ

の風速に補正した値とする。なお、プルーム式及びパフ式の適用の判断は、代表的

な本線の排出源高さの風速に基づいて行う。

*24「排出源の設定」

一般的な道路構造では排出源を予測断面付近で密に、遠方で粗く配置するが、Ｉ

Ｃ部においては本線、ランプが密集しており、一般的な道路構造のような配置が難

しいため、排出源を等間隔に配置する。この場合、一律に10ｍ間隔で配置すれば、

予測精度が下がることはない。

点煙源の配置に当たっての車線のまとめ方については、一般に２車線程度を一つ

にまとめ、その中央に点煙源を配置すればよい。しかし、料金所周辺のように多く

の車線がある場合、これを一つにまとめて予測すると、道路近傍あるいは道路平行

風時の風下域の予測値に影響を与えることがある。このため、３車線以上ある場合

には、原則として各車線に排出源をそれぞれ配置することが望ましい。ただし、予

測点がこのような場所から遠方にあり、排出源の配置によりほとんど影響を受けな

い場合には、車線をまとめることができる。

*25「排出係数」

ＩＣ部の加速車線や減速車線の走行パターンは、本線の走行パターンと異なる。

加減速を考慮した窒素酸化物の車種別排出係数の計算手順は、図－2.1.15のとおり

である。

まず設計条件に基づき初期速度と最終速度を設定する。次に、初期速度の位置を

起点として区間距離を設定する。その区間の平均勾配に基づき区間距離の補正率を

表－2.1.15から設定し、区間距離を補正する。次に、設定した速度変化に基づき、

排出係数比を表－2.1.15から設定する。これに平均勾配に基づき表－2.1.15から設

定した排出係数比の補正係数を乗じ、対象区間の平均排出係数比とする。この排出

係数比に走行速度40km/hの排出係数を乗じ、さらに表－2.1.16に示す車種別換算係

数を乗じて予測に用いる車種別排出係数とする。各点煙源の排出量は、該当区間ご

とに求めた車種別の平均排出係数に交通量を乗じて車種別の排出量を求め、大型車

類、小型車類の排出量を合計して設定する。

なお、浮遊粒子状物質に関しては、走行パターンに対応した排出係数の設定は、

その方法が解明されていないため困難である。
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図－2.1.15 ＩＣ部における加減速を考慮した窒素酸化物の排出係数の計算手順

勾配補正係数＝f＝1+0.203×2.05＝1.416

【計算フロー】

設計条件

初期速度と最終速度の設定
最終速度＝30km/h(設計条件より)

区間距離の設定

←平均勾配

区間距離の勾配補正
補正後の区間距離＝70×1.20＝84ｍ

排出係数比の選定

排出係数比の勾配補正
補正後の排出係数比＝2.75×1.416＝3.894

←一般部における大型車類の
　40km/h走行時の排出係数　･････････1.35g/km･台

大型車類の窒素酸化物排出係数＝1.35×3.894
　　　　　　　　　　　　　　＝5.26

←車種別換算係数

車種別排出係数の算出

小型車類排出係数＝5.26×0.07
　　　　　　　　＝0.37g/km･台

←交通量、車種構成比

排出強度の算出

初期速度＝0km/h(設計条件より)

区間距離＝70ｍ(設計条件より)

勾配補正係数＝1.20

窒素酸化物の排出係数比(大型車類)＝2.75

排出係数への換算

大型車類排出係数＝5.26g/km･台

･････････

･････････

･････････

･････････

･････････

･････････

【計算例】

小型車類換算係数＝0.07

勾配＝2.05％(設計条件より)･････････

　　･････

 ･･････
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表－2.1.15 ＩＣ部における速度条件別の排出係数比及び区間距離

表－2.1.16 ＩＣ部における排出係数計算用の車種別換算係数（窒素酸化物）

車 種 車種別換算係数

大型車類 1.00

小型車類 0.07

【加速車線】
速度変化 窒素酸化物の排出係数比 区間距離(m)
0→ 30km/h 2.75 70
30→ 40km/h 2.30 70
40→ 50km/h 1.96 90
50→ 60km/h 1.76 110
60→ 70km/h 1.71 170
70→ 80km/h 1.45 330

-4 i 0 0<i 2 2<i 3 3<i 4 4<i平均勾配（%） ≦ ≦ ≦ ≦ ≦
補正なし 1.00 1.20 1.30 1.40勾配 区間距離の補正率

f=1+0.079i f=1+0.203i補正 排出係数比の

補正係数(NOx)

【減速車線】
速度変化 窒素酸化物の排出係数比 区間距離(m)
80→ 70km/h 0.08 70
70→ 60km/h 0.05 60
60→ 50km/h 0.03 50
50→ 40km/h 0.05 40
40→ 30km/h 0.10 30
30→ 0km/h 0.19 40

i<-4 -4 <-3 -3 <-2 -2 i<0 0 i 4平均勾配（%） ≦ｉ ≦ｉ ≦ ≦ ≦
補正なし勾配 区間距離の補正率 1.30 1.20 1.10 1.00

補正なし補正 排出係数比の

補正係数(NOx)
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*26「トンネル坑口部周辺の予測」

トンネル坑口部周辺の大気質の予測計算手順は、図－2.1.16のとおりである１５）。

図－2.1.16 トンネル坑口部周辺の大気質の予測計算手順

*27「吐出風速」

トンネル坑口からの吐出風速は、交通条件及び換気方式により異なるため、これ

らに基づいて吐出風速を計算する。計算方法は、｢道路トンネル技術基準(換気編)

・同解説｣(社団法人日本道路協会、平成13年10月)に掲載されているので、これを

参考に計算する。同基準で使われている自動車等価抵抗面積 Ａmは、掘割部の予測

手法において示される式(解説2.28)により設定する。

*28「トンネル風の減衰パラメータｋ」

トンネル坑口から明かり部にかけて吹き抜けるトンネル風の風速ＵＴ(x)は、次式

により計算する。このときに用いる減衰パラメータｋは、交通量及び自然風の風向

・風速に基づき、表－2.1.17から設定する。

ＵＴ(x)＝ＵＴ０･exp(－ｋｘ) ･･･････(解説2.9)

基本条件の設定
・気象条件
・交通条件
・道路条件
・換気条件

車種別排出係数

排出量の算定
・トンネル坑口の排出量
・明かり部の排出量

[一般的な道路構造の手法に準拠]

坑口吐出風速の算定

トンネル風の距離減衰式の設定

坑口からの拡散濃度の算出

(弱風時)

仮想排出源
噴流モデル

出強度
モデル

プルームモデル

重み付け

坑口からの拡散濃度

[一般的な道路構造の手法に準拠]

対象道路の年平均濃度

将来のバックグラウンド濃度

予測地点の年平均濃度

明かり部からの拡散濃度の算出

(有風時) (弱風時) (有風時)

明かり部からの拡散濃度

位置の設定噴流モデル 等価排
 ル合成
 自然風のベクト
 トンネル風と

パフモデル
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表－2.1.17 トンネル風の減衰パラメータｋ

風向区分注２）

換算交通量注１） 風速階級
風下風 向い風 追い風 風上風

0～1.0m/s 0.013

1000台/時以下 1.1～2.0m/s 0.013 0.013 0.013 0.027

2.1m/s～ 0.027 0.029 0.027 0.05

0～1.0m/s 0.0076

1.1～2.0m/s 0.0078 0.0078 0.0078 0.013
1001台/時以上

2.1～3.0m/s 0.013 0.013 0.013 0.027

3.1m/s～ 0.027 0.029 0.027 0.05

注１）換算交通量とは、次式により大型車類を小型車類に換算した交通量で、その

換算係数は３とする。

[換算交通量]＝[小型車類交通量]+[換算係数]×[大型車類交通量]

注２）自然風の風向区分は、道路軸及び予測地点の位置により、図－2.1.17のよ

うに区分する。

図－2.1.17 自然風の風向区分

*29「拡散パラメータα、β、γ」

噴流モデルの拡散パラメータα、β、γは、表－2.1.18、表－2.1.19から設定す

る。

表－2.1.18 噴流モデルの弱風時の拡散パラメータ

パラメータ
α β γ

換算交通量

1000台／時以下 0.00137 0.00039 2.18

1001台／時以上 0.00092 0.00026 2.03
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表－2.1.19 噴流モデルの有風時の拡散パラメータ

γ
換算交通量 風速階級 α β

風下風 向い風 追い風 風上風

1.1～2.0m/s 0.00076 0.00047 2.18 2.32 2.25 2.50
1000台/時以下

2.1m/s～ 0.00040 0.00062 2.58 2.65 2.64 2.84

1.1～2.0m/s 0.00137 0.00039 2.03 2.03 2.03 2.18

1001台/時以上 2.1～3.0m/s 0.00076 0.00047 2.18 2.32 2.25 2.50

3.1m/s～ 0.00040 0.00062 2.58 2.65 2.64 2.84

*30「各点煙源の排出量ｑ(x)」

各点煙源の排出量ｑ(x)は、次式により求める(図－2.1.18参照)。

x+x０/2

ｑ(x)＝Ｂ∫ ｆ(x)dx ･････････(解説2.10)
x-x０/2

Ａ ＵＴ０

ｆ(x)＝ ･ ･････････(解説2.11)
πσＪｙσＪｚ ＵＴ(x)

L

Ｂ＝ Ｑ／{∫ｆ(x)dx} ･････････(解説2.12)
0

ここで、Ｘ０ ：点煙源の間隔(m)

式(解説2.11)に用いるσＪｙ、σＪｚ及びＵＴ(x)は、噴流モデルと同様に設定する。

なお、坑口から減衰収束点までの距離Ｌは100ｍとし、その間に点煙源を10ｍ間

隔で車道中央に配置する。

図－2.1.18 等価排出強度モデルによるトンネル坑口付近における各点煙源の排出量の与え方

*31「拡散パラメータα、β、γ」

式(2.13)及び式(2.14)に用いるパラメータα、β、γの値は、表－2.1.19に示し

た値を用いる。
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*32「自然風とトンネル風をベクトル合成」

各点煙源における風速ＵＷ０とその風向θを求めるための自然風とトンネル風のベ

クトル合成は図－2.1.19のとおりであり、計算は次式を用いる。

図－2.1.19 トンネル坑口付近における自然風とトンネル風のベクトル合成

･････････(解説2.13)

ここで、ＵＷ０＞ＵＴ＞ＵＮの場合 ＵＷ０＝ＵＴ

ＵＷ０＜ＵＮの場合 ＵＷ０＝ＵＮ

ＵＮ'sinψ
θ＝tan－１( ) ･････････(解説2.14)

ＵＴ＋ＵＮ'cosψ

ここで、ＵＴ ：点煙源位置におけるトンネル風の風速(m/s)

ＵＴ(xＬ)＝ＵＴ０exp(－ｋｘＬ)

ＵＴ０：トンネル坑口からの吐出風速(m/s)

ｘＬ ：トンネル坑口から点煙源までの距離(m)

ｋ ：トンネル風の減衰パラメータ

ＵＮ'：自然風ＵＮの補正風速(m/s)

ＵＮ･ｘＬ/Ｌ （ｘＬ≦Ｌ）
ＵＮ'＝

ＵＮ （ｘＬ＞Ｌ）

Ｌ＝10ｒ

（相当半径ｒ(m)は より計算 ）

ψ ：自然風とトンネル風の角度

Ａ ：トンネル断面積(m２)

自然風とトンネル風の合成風速ＵＷは、点源における初期風速ＵＷ０から次式によ

り求める。

ＵＷ０exp(－ｋｘ) (ＵＷ０＞ＵＮ，ＵＷ＞ＵＮ）
ＵＷ＝ ･････(解説2.15)

ＵＮ (ＵＷ＜ＵＮ)

注）トンネル風の減衰パラメータｋは、表－2.1.17の値とする。

2
Ｎ

2
ＮＴＷ０ )sin(Ｕ)cosＵ(ＵＵ ψψ ?????

Ａ／πｒ?
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*33「重み付け」

噴流モデルと等価排出強度モデルの重み付けは、トンネル坑口からの距離に応じ

て次式により設定される比を用いて行う。

200－Ｒ Ｒ
： (Ｒ≦200)

200 200
噴流モデル：等価排出強度モデル＝ ･･(解説2.16)

0 ： 1 (Ｒ＞200)

ここで、Ｒ ： トンネル坑口から予測地点までの距離(ｍ)

なお、重み付けに用いるトンネル坑口から予測地点（ｘ，ｙ）までの距離Ｒ(m)

は、図－2.1.20のとおりである。

図－2.1.20 トンネル坑口から予測地点までの距離Ｒ

*34「排出源の位置及び初期拡散幅に相当する時間ｔ０」

トンネル坑口に接続する明かり部の拡散は、トンネル風の影響を受ける。特に弱

風時では、明かり部を走行する自動車からの排出ガスは、トンネル風により吐出方

向に運ばれる。したがって、明かり部において排出されたガスに起因する大気質の

拡散濃度を計算する場合には、トンネル風の影響を次のように考慮することとする。

明かり部において排出されたガスは、トンネル風によってその風速が１m/s以下

(弱風時)になる位置まで運ばれると仮定する。この仮定のもとでは、下図のように、

時間の経過とともに煙源の中心は吐出方向に移動し、拡散幅は大きくなる。この挙

動を単純化し、煙源の中心を移動範

囲の中央（点Ｏ）に置き、その移動

距離に応じた広がり（簡易パフ式中

の控除時間に相当する）をもった煙

源がその位置（点Ｏ）に存在すると

みなす。自動車排出ガスは、この仮

想排出源（点Ｏ）から道路周辺に拡

散していくものとする。坑口から明

かり部にかけて配置した排出源のう

ち、トンネル風が１m/s以下となる位 図－2.1.21 トンネル坑口付近における

置までの排出源について、この操作 弱風時の排出源位置と広がり

を行う。

各仮想排出源からの拡散は、パフ式により計算する。パフ式の拡散幅に関する係
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数α、γは一般的な道路構造と同様に設定するが、「初期拡散幅に相当する時間ｔ０」

は次式により設定する。

Ｗ／２α (ｘＴＲ≦Ｗ)
ｔ０＝ ･････(解説2.17)

ｘＴＲ／２α (ｘＴＲ＞Ｗ)

ここで、Ｗ ：明かり部の車道部幅員(m)

ｘＴＲ：点煙源から吐出風速による移動範囲の中央までの距離(m)

＝(X1-X2)/２

X1 ：トンネル風の風速が１m/sになる位置の坑口からの距離(m)

X2 ：点煙源の坑口からの距離(m)

なお、明かり部においては、予測断面を坑口から道路縦断方向にｘｍのところに

設定した場合、排出源を坑口から10ｍ間隔で道路縦断方向にｘ＋200ｍまで配置する。

*35「掘割部の予測」

開口部からの排出が平衡状態に達していない場合の掘割部における大気質の予測

計算手順は、図－2.1.22のとおりである１５）。なお、開口部の排出量を求めた後は、

一般的な道路構造と同様の手法で予測する。

図－2.1.22 開口部からの排出が平衡状態に達していない場合の掘割部の大気質の予測計算手順

基本条件の設定
・道路条件
・交通条件
・気象条件

車種別排出係数

排出量の算定
[一般的な道路構造の手法に準拠]

(1)車道内風速の算定
呼吸量

蓋かけ区間の車道内風速

(堀割区間入口から出口まで)

開口区間の車道内風速

(2)車道内濃度の算定
呼吸量

蓋かけ区間の濃度分布

(堀割区間入口から出口まで)

開口区間の濃度分布

呼吸量

(3)開口部の排出量の設定

[一般的な道路構造の手法に準拠]
対象道路の年平均濃度

将来のバックグラウンド濃度

予測地点の年平均濃度
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*36「開口部からの排出が平衡状態に達している場合」５）

掘割部の開口部からの排出形態を区分すると、開口部からの排出が平衡状態に達

している場合と達していない場合に分けることができる。

開口部からの排出が平衡状態に達している場合とは、蓋かけ部がない掘割区間の

延長が十分長い場合がこれに当たる。この場合には、道路内で排出された量と同じ

だけの汚染物質が開口部から排出されるので、一般的な道路構造（切土）と同様に

予測することができる。排出源位置は、切土と同様に仮想路面高さ＋１ｍとする。

ただし、オーバーハングがあり、開口部幅員が車道部幅員より狭い場合でも、鉛直

拡散幅の設定に当たっては、車道部端からの距離として開口部端からの距離をとる

と鉛直拡散幅が過大になるおそれがあることから、車道部端からの距離をとること

が望ましい。また、水平拡散幅の設定においては、車道部幅員を用いると過大にな

るおそれがあるので、車道部幅員の代わりに開口部幅員を用いることが望ましい。

一方、開口部からの排出が平衡状態に達していない場合とは、蓋かけ部が断続し

ている場合や掘割区間が短い場合がこれに当たる。

(a) σｚ＝σｚ０＋0.31･Ｌ0.83 ･･･(解説2.18)

Ｗ
Ｌ＝x－ ：車道部端からの距離

２

Ｗ：車道部幅員

w
(b) σｙ＝ ＋ 0.46･Ｌ0.81 ･･･(解説2.19)

２

w
Ｌ＝x－ ：開口部端からの距離

２

w：開口部幅員

図－2.1.23 掘割部における排出源位置等の設定

*37「呼吸量モデル」

掘割部の出口周辺において予測する場合には、掘割部の出口をトンネル坑口とみ

なして噴流モデルを用いるなどの工夫が必要である。

*38「開口区間の車道内濃度」

掘割部の開口区間における物質収支は、図－2.1.24のとおりである。

ｑＢＣ'dｘ ｑＢＣdｘ
↓ ↑

ＡrＶrＣ → ↑ → ＡrＶr(Ｃ＋dＣ）
Ｇedｘ

dｘ

図－2.1.24 掘割部の開口部の物質収支

1m

Ｗ

Ｗ

1m

Ｗ

Ｗ

1m

Ｗ

Ｗ
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大気汚染物質は、定常状態では車道内に蓄積されず、微小区間内に流入する量と

微小区間内で排出される量との和が、微小区間から流出する量と等しいと仮定する

と、次式が成り立つ。

ＡrＶrＣ＋Ｇedｘ＋ｑＢＣ'dｘ＝ｑＢＣdｘ＋ＡrＶr(Ｃ＋dＣ）

･････(解説2.20)

ここで、Ｃ ：開口区間の車道内濃度(ppm又はmg/m３)

Ｃ’：外気の濃度(ppm又はmg/m３)

Ｇe ：単位長さ当りの大気汚染物質の排出量(ml/s･m又はmg/s･m)

ｄｘ：微小区間(m)

ｄＣ：微小区間ｄｘ通過後の濃度の増加(ppm又はmg/m３)

Ａr ：開口部の車道内断面積(m２)

Ｂ ：開口部の開口幅(m)

Ｖr ：開口部の車道内風速(m/s)

ｑ ：単位呼吸量(m３/s･m２) ｑ＝ｑ*･Ｖr

ここで、呼吸作用によって車道内の濃度を希釈するための見掛けの換気量を考えた

場合には、Ｃ'＝０と与えることができる。これにより上式は次式に変形できる。

ＡrＶr dＣ＝(Ｇe－ｑＢＣ)dｘ ･････(解説2.21)

これを０からｘまで積分し、ｘ＝０のときＣ＝Ｃ０として積分定数を求めると、式

(2.15)が得られる。

ところで、式(2.15)のｘを無限大とすると、右辺第２項はほとんど零になり次式

となる。

Ｇe
Ｃ＝ → Ｇe＝ｑＢＣ ･････(解説2.22)

ｑＢ

すなわち、入口からの距離が無限であれば、車道内に排出された汚染物質量は開口

部から排気される量と等しくなる。掘割区間延長が十分長い場合には一般の道路構

造（切土）と同様にして計算できるとは、このことを指す。

蓋かけ区間の車道内濃度は、式(解説2.20)にｑ＝０を代入して得られる次式によ

り計算することができる。

Ｇe
Ｃ＝ ｘ＋Ｃ０ ･････(解説2.23)

ＡrＶr

また、この式にｘ＝Ｌ（蓋かけ区間距離）を代入すると、蓋かけ部出口濃度を計

算することができる。
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*39「車道内風速」

掘割区間の車道内風速は、蓋かけ部、開口部別に次式により計算する。この場合、

掘割区間の入口から出口まで順に計算して、各々の区間の車道内風速を計算する。

①第１蓋かけ区間

Ｌ Ａm
(１＋ζ＋λ─)Ｖrｎ２＝ Ｎi･Ｌ(Ｖt－Ｖrｎ)２ ･･･････(解説2.24)

Ｄ Ａr

②第１開口区間以降

(当該区間の前の蓋かけ区間の風速を、開口区間の車道内風速とする。)

③第２蓋かけ区間以降

Ｖrｎ－１２ Ｌ Ａm
{(１－ )＋ζ＋λ─}Ｖrｎ２＝ Ｎi･Ｌ(Ｖt－Ｖrｎ)２ ･･･(解説2.25)

Ｖrｎ２ Ｄ Ａr

ここで、Ｖrｎ ：対象区間の車道内風速(m/s)

Ｖrｎ－１：対象区間の直前の区間の車道内風速(m/s)

ζ ：入口損失係数

λ ：壁面摩擦係数

Ｌ ：対象区間の延長(m)

Ｄ ：対象区間の代表直径(m)

Ａm ：自動車等価抵抗面積(m２)

Ａr ：車道内断面積(m２)

Ｎi ：自動車密度(台/m) Ｎi＝Ｎt/Ｖt

Ｎt ：交通量(台/s)

Ｖt ：走行速度(m/s)

図-2.1.25 蓋かけ区間と開口区間の位置関係

入口損失係数ζ､壁面摩擦係数λ､自動車等価抵抗面積Ａmには、次の値を用いる１６）｡

入口損失係数 ζ ＝0.6 ･････････(解説2.26)

壁面摩擦係数 λ ＝0.025 ･････････(解説2.27)

41.9 355
自動車等価抵抗面積 Ａm＝0.8＋ ＋(1.68＋ )ｒＬ (m２)

Ａr Ａr
････(解説2.28)

ここで、ｒＬ：大型車混入率

また、代表直径Ｄは次式により計算する。

４Ａr
Ｄ＝ ･････････(解説2.29)

ｌr

ここで、ｌr：蓋かけ区間の全周長(m)

第１蓋かけ区間
第１開口区間

第２蓋かけ区間 第３蓋かけ区間
第２開口区間

車両進行方向
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*40「無次元化呼吸量」

「無次元化呼吸量」とは、「単位呼吸量」(m３/s/m２＝m/s)を車道内風速(m/s)で

除した量(単位は無次元)をいう。また「単位呼吸量」は、単位時間当たりに掘割開

口部から道路外に排出される換気ガス(呼吸量：m３/s)を開口面積(m２)で除したもの

である。

なお、掘割部の構造が図－2.1.26に示す構造に該当する場合は、次式により無次

元化呼吸量を設定することができる１７）。

α Ｈ１

ｑ*＝ ･( ) (0.2≦Ｋ＜1.0) ･････(解説2.30)
Ｈ１＋Ｋ･Ｈ２

ｑ*＝0.02 (Ｋ＝1.0) ･････(解説2.31)

ここで、ｑ*：無次元化呼吸量
α ：パラメータ(0.0325)
Ｋ ：開口比 (Ｋ＝ w／Ｗ)
Ｗ ：車道部幅員(m)
w ：開口部幅員(m)
Ｈ１：内空高さ(m)
Ｈ２：開口壁高さ(m)

図－2.1.26 無次元化呼吸量を設定することができる掘割部の構造

*40「開口部の点煙源の排出量」

開口部からの排出量は、次式により計算する。

Ｅi＝ｑi･Ｂ ･････(解説2.32)

ｑi＝Ｃi･ｑ＝Ｃi･ｑ*･Ｖr ･････(解説2.33)

ここで、Ｅi：ｘにおける単位長さ当りの開口部排出量

(ml/s･m又はmg/s・m)

ｑi：ｘにおける単位面積当りの大気汚染物質排出量

(ml/s･m２又はmg/s・m２)

Ｂ ：開口幅(m)

Ｃi：ｘにおける車道内濃度(ppm又はmg/m3)

ｑ ：単位呼吸量(m３/s･m２)

ｑ*：無次元化呼吸量

Ｖr：車道内風速(m/s)

なお、開口部の点煙源は、原則として上下車線を含む車道部の中央に10ｍ間隔に

配置する。ただし、上下車線が水平あるいは鉛直方向に離れていたり、開口部が上

Ｋ

分離壁又は仮想分離壁 分離壁開口比0.2≦Ｋ＜1.0

開口比＝1.0 分離壁又は仮想分離壁
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下車線で異なった位置にあるなど、車道部中央に点煙源を配置すると拡散現象を適

切に表現できない場合には、点煙源を上下車線ごとに配置する。

*42「換気塔周辺の予測」

換気塔における大気質の予測１５）では、一般に弱風時と有風時を区別して予測し

なくてもよい。ただし、弱風時の出現頻度が高い場合には、パフ式及びターナーの

拡散幅を用いて予測することができる。この場合、排気上昇高さは、Briggsの式に

代表風速をｕ＝1.0m/sとして設定する方法が考えられる。

*43「有効排出源高さＨｅ」

換気塔の有効排出源高さＨeは、次式により計算する。

Ｈe＝Ｈ０＋⊿Ｈ ･･･････(解説2.34)

ここで、Ｈ０ ：排出口の高さ

⊿Ｈ ：排気上昇高さ

排気上昇高さは、熱浮力をもたず排出速度のみをもった排気に対して設定された

次のBriggsの式１８）により計算する（図－2.1.27参照）。

Ｖs
⊿Ｈ＝３ Ｄ ･･･････(解説2.35)

ｕ

ここで、Ｖs：換気塔からの吐出風速(m/s)

ｕ ：換気塔頭頂部における風速(m/s)

Ｄ ：換気塔頭頂部内径(m)

図－2.1.27 換気塔の有効排出源高さ

また、換気塔及び建物によりダウンウォッシュが生ずる場合（Ｖs＜1.5ｕの場合）

は、⊿Ｈを次式２）により計算する。

Ｖs
⊿Ｈ＝－２(1.5－ )Ｄ ･････(解説2.36)

ｕ

*44「予測に用いる気象条件」

換気塔における大気質の予測では、気象条件として風向、風速の他に拡散幅の設

定に用いる大気安定度も整理する。

大気安定度は、表－2.1.20に示すPasquillの大気安定度階級分類法に基づき分類

する。放射収支量のデータが得られる場合には、「発電用原子炉施設の安全解析に

 

吐出速度 Vs Hｅ 

H０ 

ΔH 
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関する気象指針」（原子力安全委員会(1982)）の分類表を用いることもできる。分

類のための風速は、地上高さ10ｍで観測又は推定された値を用いる。

表－2.1.20 Pasquillの大気安定度階級分類法(日本式,1959)２）

風 速 日射量(kW/m2） 本 曇 夜 間
(地上10ｍ) (8～10)

0.60 上層雲(5～10) 雲 量
(m/s) ≧0.60 ～ ≦0.30 (日中・夜間)

0.30 中・下層雲(5～7) (0～4)

＜２ Ａ Ａ－Ｂ Ｂ Ｄ (Ｇ) (Ｇ)

２～３ Ａ－Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

３～４ Ｂ Ｂ－Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ

４～６ Ｃ Ｃ－Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

６＜ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

注1)日射量については原文は定性的であるので、これに相当する量を推定して定量化した。
2)夜間は日の入り前１時間から日の出後１時間の間を指す。
3)日中、夜間とも本曇(8～10)のときは風速のいかんにかかわらず中立状態Ｄとする。
4)夜間(注2))の前後１時間は雲量の状態いかんにかかわらず中立状態Ｄとする。
なお、表－2.1.20は「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」（公害研究対策センター、2000）

に掲載されているものであるが、ここではこの表の中の日射量をkW/m２に換算したものである。

予測に用いる風速は、べき乗則を用いて排出口の高さで推定した値を用いる。こ

のときに用いるべき指数は、表－2.1.21を参考に設定する。

表－2.1.21 大気安定度別のべき指数２）

Pasquill安定度 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ,Ｇ

べき指数α 0.1 0.15 0.20 0.25 0.25 0.30

注）アメリカＥＰＡが長期濃度シミュレーションモデルに用いたべき指数

風速を排出口の高さで推定するとしたのは、換気塔の有効排出源高さにおける自

然風の風速を推定することは難しいことと、排出口の高さの位置で風速を推定すれ

ば、一般には煙軸高さの風速より低く推定され、最大地上濃度が高めに計算される

ことによる。

なお、気象条件を整理するには、表－2.1.22に示すような整理票を用いるとよい。
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表－2.1.22 気象条件の整理票の例

*45「予測に用いる拡散幅」

予測に用いる拡散幅は、次のHuberの式１９）により計算する。

①鉛直方向拡散幅σｚ

0.70Lb (x ＜ 3Lb)

σｚ = 0.70Lb+0.067(x-3Lb) (3Lb ≦ ｘ ≦ 10Lb) ･･･(解説2.37)

γZ(x + x0)α
ｚ (x ＞ 10Lb)

…
大気安定度 平均風速(m /s) 出現頻度(%) 大気安定度 平均風速(m /s) 出現頻度(%) 大気安定度 平均風速(m /s) 出現頻度(%) … 大気安定度 平均風速(m /s) 出現頻度(%)

Ａ …
Ａ－Ｂ …
Ｂ …
Ｂ－Ｃ …
Ｃ …
Ｃ－Ｄ …
Ｄ …
Ｅ …
Ｆ …
Ｇ …
Ａ …
Ａ－Ｂ …
Ｂ …
Ｂ－Ｃ …
Ｃ …
Ｃ－Ｄ …
Ｄ …
Ｅ …
Ｆ …
Ｇ …
Ａ …
Ａ－Ｂ …
Ｂ …
Ｂ－Ｃ …
Ｃ …
Ｃ－Ｄ …
Ｄ …
Ｅ …
Ｆ …
Ｇ …

… … … … … … … … … … … … … …

Ａ …
Ａ－Ｂ …
Ｂ …
Ｂ－Ｃ …
Ｃ …
Ｃ－Ｄ …
Ｄ …
Ｅ …
Ｆ …
Ｇ …

時刻

24

3

2

1

N NWN NN E NE
                                                                        風　　向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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②水平方向拡散幅σｙ

H0 / Hb＞1.2の場合 σｙ = γyxαy ････(解説2.38)

H0 / Hb≦1.2の場合

0.35Lb' (ｘ ＜ 3Lb)

σｙ = 0.35Lb'+0.067(x-3Lb) (3Lb≦ ｘ ≦10Lb) ････(解説2.39)

γy(x + x0')αｙ (ｘ ＞ 10Lb)

ここで、Hb ：換気所建物の高さ(m)

Wb ：換気所建物の幅(m)

Lb ：Hb とWbのうち小さい方の値(m)

Lb'：Wb＜10Hb ならば Lb'= Wb(m)

Wb≧10Hb ならば Lb'= Hb(m)

x ：換気塔から予測地点までの風下距離(m)

x0 ：P-G線図において、σｚ = 1.17Lb となる風下距離と10Lb

との差(m)（図－2.1.28参照）

x0 '：P-G線図において、σｙ = 0.35Lb'+0.47Lb となる風下距

離と10Lbとの差(m)（図－2.1.29参照）

αｚ,γｚ,αｙ，γｙ：P-G線図の近似式の係数

図－2.1.28 Ｐ-Ｇ線図を用いたx０の求め方 図－2.1.29 Ｐ-Ｇ線図を用いたx０’の求め 方

Lb＝30m、大気安定度がＤの場合における Lb＝30m、Lb'＝30m、大気安定度がＤの場合にお
鉛直方向拡散幅σｚのx０の求め方を示す。 ける水平方向拡散幅σｙのx０'の求め方を示す。

ただし、換気所建物の影響が考えられない場合は、Briggsの内挿式に基づく拡散

幅２０）（表－2.1.23）が利用できる。この場合、換気塔周辺の土地利用の状況に応

じて、「都市域」あるいは「開けた平坦地」の拡散幅を用いる。

1
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表－2.1.23 Briggsの内挿式に基づく拡散幅２０）

【都市域】

大気安定度 水平方向の拡散幅σｙ(m) 鉛直方向の拡散幅σｚ(m)

Ａ／Ｂ 0.32x(1+0.0004x)－１／２ 0.24x(1+0.001x)１／２

Ｃ 0.22x(1+0.0004x)－１／２ 0.20x

Ｄ 0.16x(1+0.0004x)－１／２ 0.14x(1+0.0003x)－１／２

Ｅ／Ｆ 0.11x(1+0.0004x)－１／２ 0.08x(1+0.0015x)－１／２

【開けた平坦地】

大気安定度 水平方向の拡散幅σｙ(m) 鉛直方向の拡散幅σｚ(m)

Ａ 0.22x(1+0.0001x)－１／２ 0.20x

Ｂ 0.16x(1+0.0001x)－１／２ 0.12x

Ｃ 0.11x(1+0.0001x)－１／２ 0.08x(1+0.0002x)－１／２

Ｄ 0.08x(1+0.0001x)－１／２ 0.06x(1+0.0015x)－１／２

Ｅ 0.06x(1+0.0001x)－１／２ 0.03x(1+0.0003x)－１

Ｆ 0.04x(1+0.0001x)－１／２ 0.016x(1+0.0003x)－１

注）換気塔から予測地点までの距離xが100ｍ～10,000ｍまでの範囲に用いることができる。

*46「ＮＯｘ変換式」

換気塔におけるＮＯｘ変換式は、次式を用いる。

［ＮＯ２］Ｔ＝0.374［ＮＯｘ］Ｔ
０．８５8 ･････(解説2.40)

ここで、［ＮＯ２］Ｔ ：バックグラウンド濃度を含む二酸化窒素濃度(ppm)

［ＮＯｘ］Ｔ ：バックグラウンド濃度を含む窒素酸化物濃度(ppm)

窒素酸化物から二酸化窒素への変換は、沿道と一般環境では変換式の係数が異な

る。換気塔に用いる上記のＮＯｘ変換式は一般局データに基づいて設定したもので

あるが、これは換気塔からの拡散が数kmに及び、沿道の窒素酸化物と二酸化窒素の

関係より一般局の関係に近い状況にあることによる。なお、式(解説2.40)は、1995年

～2004年（10年間）のデータに基づいて設定したものである。

ただし、予測地域の窒素酸化物及び二酸化窒素濃度を適切に再現することのでき

るデータが、回帰分析をするのに十分な数だけ得られ、その回帰式が十分信頼でき

る場合は、その回帰式を用いることができる。



- 2-1-61 -
Ver.2-1

*47「地上1.5ｍの高さ」

人が通常呼吸する高さとしては、地上1.5m以上、10ｍ以下が想定されている。こ

のうち中高層住宅等については、「保全すべき対象等への影響を的確に把握できる

地点」として高さ方向の予測地点を設定することとしている。これを除くと、通常

生活する空間は地上付近であることから、二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の予

測地点の高さは、原則として地上1.5ｍの高さとする。

*48「他の手法を組み合わせて予測」

複雑な道路構造や通常より拡散しにくい地形における予測に関し参考手法より詳

細な手法を選定した場合は、参考手法に他の手法を組み合わせて予測する。

複雑な道路構造の場合は、参考手法を基本とし、参考手法で用いられている拡散

パラメータ等を風洞模型実験等により設定して予測する方法が考えられる。

また、通常より拡散しにくい地形で参考手法が適用しにくい場合の予測手法に関

しては十分な知見が得られていない。しかし、このような場合においても、まず参

考手法により予測し、風洞模型実験、野外拡散実験、数値解析モデル等によって参

考手法による予測値を検証し、異なる場合には参考手法の結果を補正するなどの予

測手順が考えられる。

*49「予測の不確実性の程度」

予測の不確実性の程度は、予測の前提条件を変化させて得られる、それぞれの予

測の結果のばらつきの程度により、把握する。
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2.1.7 環境保全措置の検討

１）環境保全措置の検討

予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっ

ては、事業者により実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減するこ

と及び国又は関係する地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によって示

されている基準又は目標の達成に努めることを目的として環境保全措置を検討す
＊１

る。その検討がアセスメントの手続き中に段階的に実施された場合は、それぞれの
＊２

検討の段階における環境保全措置の具体的な内容を明らかにできるよう整理する。

２）検討結果の検証

１）の検討を行った場合は、環境保全措置についての複数案の比較検討、実行可

能なより良い技術が取り入れられているかどうかの検討により、実行可能な範囲内

において環境影響をできる限り回避又は低減されているかどうかを検証する。

３）検討結果の整理

１）の検討を行った場合は、以下の事項を明らかにする。

(1) 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容

(2) 環境保全措置の効果、種類及び当該環境保全措置を講じた後の環境の状況の

変化並びに必要に応じ当該環境保全措置の効果の不確実性の程度

(3) 環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれがある環境への影響
＊３

４）事後調査

以下の事項に該当する場合であって、環境影響の程度が著しいものとなるおそれ

があるときは、事後調査を実施する。
＊４

(1) 予測の不確実性の程度が大きい予測手法を用いる場合で環境保全措置を講じ

る場合

(2) 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合

【解 説】

*1「環境保全措置」

大気質の環境保全措置としては、植栽による道路の遮蔽及び環境施設帯の設置が

考えられる。

植栽による道路の遮蔽には拡散促進効果と浄化作用がある。拡散促進効果につい

ては、排出源高さを上昇させ初期拡散幅を増大させる効果が認められている２１）。

また浄化作用についても調査研究が進められている。しかし、拡散促進効果は樹木

高や粗密の状態が生育状態及び季節により変化するため、また浄化作用は植物種や

季節により異なるため、一般には植栽による効果を定量的に示すことが難しい。

一方、環境施設帯の設置に関しては、これにより官民境界が排出源から遠ざかる

ことになるため、沿道の住居等における濃度は低減する。この低減効果は、拡散計

算により定量的に示すことができる。

騒音対策として用いられる遮音壁は、大気汚染対策としても効果が期待できる。

これは、遮音壁の設置により排出源高さが上昇すること、初期拡散幅が増加するこ
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とによる。その低減効果は参考手法により定量的に示すことができるので、遮音壁

を設置する場合は、大気質における環境保全措置の一助として扱うことができる。

*2「段階的に実施された場合」

段階的に実施された場合とは、方法書、準備書、評価書の各作成段階において環

境保全措置の内容が変化した場合が相当する。

*3「環境への影響」

他の環境要素に対して悪い影響を及ぼす場合もあるので、それらの影響も配慮す

る必要がある。一方、他の環境要素に対しても効果のある場合もある。例えば、植

栽による道路の遮蔽は、騒音の低減及び良好な景観の形成を図ることにもなる。ま

た、環境施設帯の設置により、騒音、振動、日照阻害の緩和及び良好な景観の形成

が図られるとともに、環境施設帯を利用して植樹等を連続させることにより、生物

の生息生育環境の創出が図られる。

*4「事後調査を実施」

大気質の参考予測手法は、科学的知見に基づいて設定されたものである。これま

での使用実績も豊富であり、その適用範囲において用いる場合は、予測の不確実性

は小さいと考えられる。また、環境施設帯の設置など効果に係る知見が明確な環境

保全措置を講ずる場合は、効果の不確実性は小さいと考えられる。したがって、こ

のような場合は、一般的に事後調査の必要性は少ないと考えられる。

一方、予測の不確実性の程度が大きい場合又は効果に係る知見が不十分な環境保

全措置を講ずる場合、それらの不確実性に係る環境影響の程度を勘案して必要と認

めるときは、事後調査を実施する必要がある。
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2.1.8 評価の手法

評価の手法は、以下による。

１）回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並びに環境保全措置の検討を行った場合にはその結果を踏ま

え、自動車の走行に係る二酸化窒素（又は遊粒子状物質）に関する影響が、事業者

により実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減さており、必要に応じそ

の他の方法により環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかについ

て、見解を明らかにすることにより行う。

２）基準又は目標との整合性の検討

国又は関係する地方公共団体による環境保全の観点からの施策によって、選定項

目に関して基準又は目標が示されている場合には、当該基準又は目標と調査及び予
＊１

測の結果との間に整合が図られているかどうかを評価する。
＊２

３）事業者以外の者が行う環境保全措置

事業者以外の者が行う環境保全措置の効果を見込む場合には、当該措置の内容を

明らかにできるように整理する。

【解 説】

*1「基準又は目標」

二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）において整合を図る基準又は目標は、表－2.

1.24のとおりである。

表－2.1.24 整合を図る基準又は目標

環境要素の区分 環境影響の区分 標準的に整合を図る基準又は目標

二酸化窒素 自動車の走行 「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和
53年７月11日環境庁告示第38号）による環境基
準及び関係する地方公共団体の定める二酸化
窒素に関する目標

浮遊粒子状物質 自動車の走行 「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和
48年５月８日環境庁告示第25号）による浮遊
粒子状物質の環境基準及び関係する地方公共
団体の定める浮遊粒子状物質に関する目標
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整合を図る基準又は目標のうち、二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の環境基準

は、表－2.1.25のように定められている。

表－2.1.25 二酸化窒素（又は浮遊粒子状物質）の環境基準

物 質 環境基準 達成期間等

二酸化窒素 １時間値の１日平均値が １時間値の１日平均値が0.06ppmを超
0.04ppmから0.06ppmまでの える地域にあっては、１時間値の１日平
ゾーン内又はそれ以下であ 均値0.06ppmが達成されるよう努めるも
ること。 のとし、その達成期間は原則として７年

以内とする。
１時間値の１日平均値が0.04ppmから

0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあ
っては、原則として、このゾーン内にお
いて、現状程度の水準を維持し、又はこ
れを大きく上回ることとならないよう努
めるものとする。

浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が 浮遊粒子状物質に係る環境基準は、維
0.10mg/m３以下であり、かつ､ 持されまたは早期に達成されるよう努め
１時間値が0.20mg/m３以下で るものとする。
あること。

注）環境基本法第十六条には、環境基準について、以下のとおり記されている。
・政府は、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準を
定めるものとする。

・政府は、公害の防止に関する施策を総合的かつ有効適切に講ずることにより、環境基準が確
保されるように努めなければならない。

なお、二酸化窒素に係る環境基準については、「１時間値の１日平均値が0.04ppm

から0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下」とされているが、このことについては

「二酸化窒素に係る環境基準の改定について」（昭和53年７月17日環大企第262号）

において、以下のように説明されている。

二酸化窒素に係る環境基準は、人の健康を保護するうえで維持されることが望ま

しい水準を示すものと判断し、短期暴露については１時間暴露として0.1～0.2ppm、

長期暴露については、種々の汚染物質を含む大気汚染の条件下において二酸化窒素

を大気汚染の指標として着目し、年平均値として0.02～0.03ppmを指針として定め

られている。１日平均値で定められた環境基準0.04～0.06ppmは年平均値0.02～

0.03ppmにおおむね相当するものであるとともに、この環境基準を維持すれば１時

間値0.1～0.2ppmも高い確率で確保することができる。

二酸化窒素の環境基準による大気汚染の評価については、年間における二酸化窒

素の１日平均値のうち、低い方から98％に相当するもの（１日平均値の年間98％値）

が0.06ppm以下の場合は環境基準が達成され、0.06ppmを超える場合には達成されて

いないものと評価する。

環境基準が、0.04～0.06ppmとゾーンで示されているのは、１日平均値が0.06ppm

を超える地域にあっては、当該地域のすべての測定局において0.06ppmが達成され

るよう努めるものである。また、0.04から0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあ

っては、原則として、このゾーン内において、都市化工業化にあまり変化のみられ
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ない場合は現状程度の水準を維持し、都市化工業化の進む場合はこれを大きく上回

ることのない様努めるものである。さらに、0.04ppm以下の地域にあっては、原則

として0.04ppmを大きく上回らないよう防止に努めるよう配慮する。

*2「整合が図られているかどうか」

基準又は目標と予測の結果との間に整合が図られているかどうかを評価する場合

は、予測された年平均値を日平均値の年間98％値、（又は年間２％除外値）に換算

して行う。なお、関係する地方公共団体の目標が年平均値に基づいて設定されてい

る場合は、年平均値を用いて整合が図られているか否かを検討する。

換算手順は、図－2.1.30のとおり、道路からの寄与濃度とバックグラウンド濃度

の年平均値を合計し、表－2.1.26に示す換算式を用いて行う。なお、予測地域の年

平均値と年間98％値（又は年間２％除外値）の関係を適切に再現することのできる

データが、換算式のパラメータを設定するのに十分なだけ得られ、設定した換算式

が十分信頼できる場合は、その換算式を用いることができる。

道路からの寄与濃度の
年平均値 換算式

年間98％値等

バックグラウンド濃度の
年平均値

図－2.1.30 年平均値から年間98％値等への換算手順

表－2.1.26 年平均値から年間98％値（又は年間２％除外値）への換算式２２）

項 目 換 算 式

二酸化窒素 [年間98%値]=ａ([NO２]ＢＧ+[NO２]Ｒ)+ｂ
a=1.10+0.56･exp(-[NO２]Ｒ/[NO２]ＢＧ)
b=0.0098-0.0036･exp(-[NO２]Ｒ/[NO２]ＢＧ)

浮遊粒子状物質 [年間2%除外値]=ａ([SPM]ＢＧ+[SPM]Ｒ)+ｂ
a=2.12+0.10･exp(-[SPM]Ｒ/[SPM]ＢＧ)
b=-0.0155+0.0213･exp(-[SPM]Ｒ/[SPM]ＢＧ)

注） [NO２]Ｒ ：二酸化窒素の道路寄与濃度の年平均値(ppm)
[NO２]ＢＧ ：二酸化窒素のバックグラウンド濃度の年平均値(ppm)
[SPM]Ｒ ：浮遊粒子状物質の道路寄与濃度の年平均値(mg/m３)
[SPM]ＢＧ ：浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度の年平均値(mg/m３)

表－2.1.26の換算式は、1995年～2004年（10年間）の全国の一般局及び自排局の

年平均値と年間98％値等のデータを用いて、自排局の年平均値からその自排局と同

一市町村内にあるすべての一般局の年平均値の平均（バックグラウンド濃度の年平

均値）を差し引いた道路の影響と考えられる年平均値を計算し、これらを変数とし

て最小二乗法により換算式のパラメータを設定したものである２２）。
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